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高レベル放射性廃棄物と処分方法 



高レベル放射性廃棄物とは何か 

約95% 

再処理 

使用済燃料 
原子力発電所 

ウラン 
プルトニウム 

約5% 

ガラス原料

排気
ガラス溶融炉

溶融ガラス

溶融ガラス

固化ガラス

キャニスター

（ステンレス製容器）

電極

高レベル放射性廃液 

溶融ガラス 

 わが国では原子力発電で使い終えた燃料を再処理して資源として利用できるウラ
ンやプルトニウムを取り出すことにしています。この再処理の過程で発生する高レベ
ル放射性廃液をガラス固化したもの（ガラス固化体）が高レベル放射性廃棄物です。 

燃料として利用 
（一部のウランは資源と

して保管） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
資源の乏しい我が国では、原子力発電所で使い終わった燃料を再処理し、再び燃料として利用することにしています。この再処理の過程で再利用できない成分を含む廃液が、重量にして約５％残ります。

この廃液を高温で溶かしたガラス原料と混ぜ合わせ、ステンレス製の容器に流し込んで冷やして固めます。これが「ガラス固化体」すなわち高レベル放射性廃棄物です。
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高レベル放射性廃棄物の地層処分 

・放射性物質をガラス構造に取り込む。 
・水に溶けにくい。 

・放射能が高い期間、地下水とガラス 
 固化体の接触を防止。 

・水を容易に通さない。 
・放射性物質を吸着し移動を遅らせる。 

・放射性物質を吸着し移動を遅らせる。 

人工 
バリア 

天然 
バリア 

ガラス固化体 

オーバーパック 
（金属製の容器） 

緩 衝 材 
（粘土（ベントナイト）） 

岩盤 

  高レベル放射性廃棄物は、人間の生活環境から隔離し、地下深部の安定した 
地層に埋設し、これを処分する（地層処分）こととしています。 
  地層処分は、「人工バリア」と「天然バリア」を組み合わせた多重バリアシステム
で、長期にわたり放射性物質の動きを抑え閉じ込める方法です。 

３００ｍ 
以上 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
高レベル放射性廃棄物は、地下深部の安定した地層に埋設して、わたしたちの生活環境から長期間にわたり隔離する処分を行うこととしています。これを地層処分といいます。

地層処分では、まず、ガラス固化体をオーバーパックと呼ぶ金属製の容器に入れ、放射能レベルが高い期間、ガラス固化体が直接地下水と触れないようにします。

さらに、その周りを緩衝材と呼ぶ、水を通しにくく、放射性物質を吸着する性質をもつ粘土で覆います。

これらの人工バリアと呼ぶ対策を施し、地下３００ｍより深いところに埋設します。

人工バリアの外側の岩盤は、地下水の流れが極めて遅く、放射性物質を吸着し、移動を遅らせる働きをします。これを天然バリアと呼びます。

このように、地層処分では、人工バリアと天然バリアを組み合わせた多重バリアシステムで、放射性物質の動きを抑え、閉じ込めます。



なぜ地層処分なのか 
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宇宙 
処分 

長期 
管理 

地層 
処分 

300m以上 

海洋底 
処分 

海洋 

海洋底 

氷床 
処分 

氷床 

岩盤 

地層がもって
いる物質を 
閉じ込める 
性質を利用 

発射技術等の
信頼性に問題 

ロンドン条約に
より禁止 

南極条約に
より禁止 

  国際的にさまざまな処分方法が検討された結果、現在では、深い地層が持つ 
物質を閉じ込めるという性質を利用した地層処分が人間による管理を必要としない
良い方法であるというのが、国際的に共通した考え方となっています。 

人間による
恒久的な 
管理が困難 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
では、なぜ地層処分なのかですが、どのような処分方法がよいのか、世界各国で様々な方法が検討されてきました。

地上で人間が管理し続けるという考え方もありますが、数万年以上の期間にわたり人間の管理に委ねることはリスクもあり、また将来世代に負担を残すことにもなるため、人間の生活環境から遠い場所に隔離する方法が検討されました。

ロケットで宇宙へ処分する宇宙処分、深い海底に処分する海洋底処分、南極大陸の氷の下に処分する氷床処分などです。

しかし、それぞれの技術的な課題等を抱えており、現在では、深い地層が持つ物質を閉じ込める性質を利用した「地層処分」が最良の対策であるというのが世界共通の考え方となっています。



7 

地層処分に関する取組の歴史 

日 本 

国 際 

1950 
1960 

1970 
1980 

1990 

2000 
2010 

1962年：原子力委員会報告書 

高レベル放射性廃棄物の処分の
検討開始 

1976年：原子力委員会決定 

地層処分研究スタート 

1999年：核燃料サイクル開発機構（現：ＪＡＥＡ）研究開発成果
「第2次取りまとめ」 

日本において地層処分は技術的に実現可能である
ことを確認 

2000年：「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」
制定・原子力発電環境整備機構（NUMO）設立 

1957年：米国科学アカデミー報告書 
地層処分の概念を初めて提示 

1977年: OECD/NEA報告書 
「安定な地層中へ閉じ込めることが、最も進歩した解決方法である」 

1995年：OECD/NEA報告書 
「現世代の責任で地層処分を実施することは最も好ましい」 

2011年：スウェーデン 

施設建設許可を国に申請
2015年：フィンランド 

国が建設許可を発給 

2020 
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これまでの経緯 
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特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）の概要 

◆最終処分法で定められた選定プロセス 

最終処分施設建設地 
（処分地）の選定 

 
文献調査で評価 

 

①文献調査 
（２年程度） 

 
ボーリング調査等で評価 
 

 
 地下施設での調査等で 
 詳細評価 
  
 

過去の地震等の履
歴、活断層・火山の
位置など 

地下の岩石や地下
水の性質と状態等 

②概要調査 
（４年程度） 

③精密調査 
（１４年程度） 

約２０年程度 

●原子力発電に伴って生じた使用済燃料の再処理等を行った後に生じる高レベル放 
  射性廃棄物等の最終処分（地下300m以深の地層への処分）を計画的かつ確実に 
  実施させるため、「最終処分法」（2000年６月公布）において以下を定めています。 
   ・最終処分の基本方針等を経済産業大臣が策定（閣議決定） 
   ・処分の実施主体としてNUMO（原子力発電環境整備機構）を設立 
   ・処分地を選定するための３段階の選定調査プロセスを設定      等 
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※各調査段階において、地元自治体の意見を聴き、これを十分に尊重する（反対の場合には次の段階へ進まない）。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
少し歴史を振り返りますが、２０００年、今から１６年前に、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」、いわゆる「最終処分法」というものができあがりました。高レベル放射性廃棄物の処分方法として地層処分を採用し、その実現を目指すという法律です。

この背景には、長年の研究の成果として、１９９９年に、我が国でも地層処分が実現可能であるとの評価がとりまとめられた、という経緯があります。
この法律のポイントは大きく３点です。

一つ目は、最終処分の基本方針を経済産業大臣が策定するということ。
二つ目は、最終処分の実施主体としてＮＵＭＯを設立すること。
三つ目は、処分地を選定するための３段階の選定調査、つまり、文献、概要、さらに精密調査というプロセスを設定すること、です。



最終処分に向けた取組の見直しの経緯 

●2002年12月、NUMOが調査受入れ自治体の公募を開始しました。 
●2007年1月、高知県東洋町から正式に応募がありました。その後、調査受入れの 
   賛否を巡って町を二分する論争に発展。同年４月の町長選を経て応募が取下げ 
     られました。 
●現在に至るまで、文献調査を実施するに至っていません。 

総合資源エネルギー調査会 放射性廃棄物WG（2014年5月） 

最終処分関係閣僚会議を設置（2013年12月） 見直しの方向性を議論 

エネルギー基本計画（2014年4月） 下記方向性を閣議決定 

取組や体制の改善策等を 

専門家から提言 

総合資源エネルギー調査会 地層処分技術WG（2014年5月） 

地層処分に好ましい地質環境 

及びその長期安定性が確保 

できる場所が我が国において 

選定可能であることを確認 

●現世代の責任として、地層処分を前提に取組を進める。 

●将来世代が最良の処分方法を再選択できるよう、可逆性・回収可能性を担保する。 

●国が科学的有望地を提示する。 

最終処分法に基づく基本方針を改定（閣議決定）（2015年5月22日） 

取
組
の
抜
本
的
な
見
直
し 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
法律に基づいて処分地を選定することとなったＮＵＭＯは、２００２年に、調査を受入れていただける自治体の公募を始めました。

公募開始から４年あまり経った２００７年、高知県の東洋町という町から正式に公募があったのですが、調査を受け入れるかどうか、町内で議論になり、結果として応募は取り下げられる、という出来事がありました。応募を決めた自治体は後にも先にも、この東洋町の１件のみです。

先ほど触れた３段階の最初のステップ、つまり、文献調査にも全く入ることができていない状況にある、残念ながら、これが現状です。

今、●●さん（※モデレーターの名前）から「基本方針改定」という話がありましたが、それは、こうした苦い経験の反省に立って、これまでのやり方を抜本的に見直すことにした、そうしたものであります。

もちろん、一朝一夕に見直しを決めたわけではありません。こちらにございますとおり、２年越しで、専門家を交えて議論を行い、それらを踏まえて、昨年の５月に、７年ぶりに基本方針を改定した、という経緯です。



●国が科学的により適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示するとともに、理解活動の状況等を 
    踏まえ、調査等への理解と協力について、関係地方自治体に申入れを行う。 

基本方針の改定（平成２７年５月閣議決定）のポイント 
（１）現世代の責任と将来世代の選択可能性 

（２）全国的な国民理解、地域理解の醸成 

（３）国が前面に立った取組 

（４）事業に貢献する地域に対する支援 

（５）推進体制の改善等 

●廃棄物を発生させてきた現世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう、地層処分に向けた対策を
確実に進める。 

●基本的に可逆性・回収可能性を担保し、将来世代が最良の処分方法を選択可能にする。幅広い選択肢を 
    確保するため代替オプションを含めた技術開発等を進める。 

●最終処分事業の実現に貢献する地域に対する敬意や感謝の念や社会としての利益還元の必要性が広く 
    国民に共有されることが重要。 
●国から全国の地方自治体に対する情報提供を緊密に行い、丁寧な対話を重ねる。 

●事業主体であるＮＵＭＯ（原子力発電環境整備機構）の体制を強化する。 
●信頼性確保のために、原子力委員会の関与を明確化し、継続的な評価を実施する。原子力規制委員会は、
調査の進捗に応じ、安全確保上の考慮事項を順次提示する。 

●使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。 

●地域の主体的な合意形成に向け、多様な住民が参画する「対話の場」の設置及び活動を支援する。 
●地域の持続的発展に資する総合的な支援措置を検討し講じていく。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
新たな基本方針のポイントを、５点に整理しています。時間の関係上、詳細はご説明しきれませんが、後ほどお時間があれば、補足していきたいと思います。ここでは、この５つのポイントのうち、三つ目の点、国が前面に立って取り組む、というところだけ、もう一枚のスライドでご紹介したいと思います。（スライド１３へ）
 
（※以下、時間があった場合の説明ライン）
一つ目は、「現世代の責任」で地層処分を確実に進め、将来世代に負担を先送りしないという決意です。一方で、将来世代の再選択の可能性を残す、地層処分に代わるオプションの技術開発も進める、としています。
二つ目に、「全国的な国民理解、地域理解」を進めることです。特に、事業に貢献して頂ける地域に対して敬意や感謝の念を持っていただく、そのことの重要性を強調しています。
三つ目に、「国が前面に立った取組」です。科学的により適性が高いと考えられる地域、すなわち「科学的有望地」を国が提示する、その後の理解活動を踏まえて、調査へのご協力を関係自治体に国から申し入れる、という新しいプロセスを追加することとしています。
四つ目に、事業に貢献いただく地域をサポートすることです。住民が参画する「対話の場」を設け、地域の主体的な合意形成をサポートするとともに、地域発展のため総合的な支援措置を講じるとしています。
最後に、信頼性を高める観点から、原子力委員会が独立の立場から評価する、原子力規制委員会も安全性の観点から順次関与する、としています。



新たなプロセスの追加 
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最終処分法で定められた選定プロセス 

施設建設 
廃棄物搬入開始 

②概要調査 
（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの実施等） 

③精密調査 
（地下施設の建設・試験） 

①文献調査 

20年 
程度 

・ 自治体からの応募 
・ 複数地域に対し、国から申入れ 

対話活動の実施 
（説明会の開催等） 

文献調査の開始に向けて、新たなプロセスを追加 

国による科学的有望地 
の選定（マッピング） 

●新たな基本方針では、自治体からの応募を単に待つのではなく、科学的有望地を 
   提示する等、国が前面に立って取組を進める新たなプロセスを追加しました。 

（※） 

（※） 

（※） 

※各調査段階において、地元自治体の
意見を聴き、これを十分に尊重する（反
対の場合には次の段階へ進まない）。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本方針改定の最も大きな考え方は、自治体任せにせず、受け身にならずに、「国が前面に立って取り組む」ということです。

その具体策の一つとして、科学的により適性が高いと考えられる地域、「科学的有望地」と呼ぶことにしていますが、それを国が提示する、その上で、丁寧に対話を重ねた上で、その状況を踏まえて、もし機が熟せば、調査へのご協力を関係自治体に国から申し入れる、という新しいプロセスを追加することとしています。

ただし、これは調査候補地を決めてしまうということでもなければ、ましてや処分地を決めてしまうということでもありません。法律上の３段階のプロセスはそのままに、その手前の段階で、皆さんに考えていただくきっかけを提供していこうという狙いです。この点は、また後ほど詳しくお話ししたいと思います。



今回のシンポジウム開催の経緯 
2015年5月 基本方針改定 

今回５～６月の全国シンポジウムで特にお伝えしたいこと： 
 ・科学的有望地とは何か？どこまで検討がされているのか？ 
 ・提示がされたらどうなるのか？ 

最終処分関係閣僚会議（2015年12月）において「今後の方針」を決定 

● 地層処分の推進について、更に幅広い国民の理解と協力を得られるよう、関係行政機関の緊密な
連携の下、①国民理解の醸成、②地域対応の充実、③科学的有望地の検討、を積極的に進める。 

● 原子力委員会に体制を整え、その進捗について評価を行う。 

● これらの取組を通じ、科学的有望地について、地層処分の実現に至る長い道のりの最初の一歩とし
て国民や地域に冷静に受け止められる環境を整えた上で、平成２８年中の提示を目指す。 

・2015年5～6月 全国シンポジウムを開催 
（主テーマ） 地層処分の必要性、基本方針改定の背景・内容 

・2015年10月 全国シンポジウム（第2弾）を開催 
（主テーマ） 処分地の適性、段階的な選定の進め方 

要件・基準等を総合資源エネルギー調査会で検討中 

科学的有望地の検討 全国的な対話活動 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
昨年５月の基本方針改定後、シンポジウムや小規模なワークショップなどの対話活動を全国的に展開してまいりました。また、並行して、科学的有望地の要件・基準について、審議会における議論を進めてまいりました。

後ほどご紹介させていただきますが、科学的有望地の要件・基準に関する議論に一定の進捗が見られたことも踏まえ、昨年末、最終処分関係閣僚会議において、更に幅広い国民の皆様の理解と協力を得られるよう、各種取組を進め、科学的有望地について、地層処分の実現に至る長い道のりの最初の一歩として国民や地域の皆様に冷静に受け止めていただける環境を整えた上で、本年、平成２８年中の提示を目指すことを決定しました。

そこで、今回のシンポジウム等を通じて、科学的有望地とは何か、どこまで検討が進んでいるのか、提示されたらどうなるのか、といった事柄について、皆様にお伝えできればと考えております。




地層処分に今取り組むべき理由 

15 



地層処分の基本的な考え方 

●目標： 人間が管理し続けることに頼らずに、将来にわたる安全性を確保すること。 
 
 
 

今、地下深くに適切に埋設すれば、将来世代の負担を小さくでき、かつ、地上で
保管を続けるよりも、安全上のリスクを十分に小さくすることができます。 

数十年 数百年 数千年 数万年 現在 

安全上のリスクは大きくなる 

・地下よりも地上の方が、地震、火山噴火、台風、津波等  
   の影響を受けやすい 
・地下よりも地上の方が、ものが腐食しやすい 

管理の実行可能性に不確実性が増す 

・いつまで管理し続けられるのか？ 
・管理に必要な技術や人材は維持し続けられるのか？ 
・管理に必要なコストを将来世代が負担し続けるのか？ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地層処分の基本的な考え方は、人間が管理し続けることに頼らずに、将来にわたる安全性を確保することです。

人間の目に見えるところで管理した方が安心だ、と思われる方もいらっしゃるかもしれません。しかし、高レベル放射性廃棄物を生活環境から隔離しておかなければいけない、数千年を超える長い期間を考えますと、いつまでも人間の管理に頼れないというのが、国際的に共通の考え方です。また、自然災害のリスクは地下よりも地上の方が大きくなります。



●高レベル放射性廃棄物の最終処分は、原子力を利用してきた全ての国に共通した 
    課題です。 
●地層処分が最も適切であるという基本的な考え方は、国際的な長い議論を経て、 
  各国で共有されています。 

各国共通の考え方 

地層処分の基本的な考え方は世界的に共有 

・高レベル放射性廃棄物は、放射能の低減に極めて長い期間を要するので、人間が 
   管理し続けることは困難である。 
 
・将来の世代に管理負担を残さないよう、現世代の責任で解決の道筋をつけるべきで 
   ある。 
 
・そのためには、これを人間の生活環境から長い期間にわたって適切に隔離する必要   
   がある。 
 
・隔離の方法としては、地下深くの安定した岩盤に埋設する「地層処分」が最適で 
   あり、他の有効な方法は現時点で見当たらない。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
高レベル放射性廃棄物の最終処分は、原子力を利用してきたすべての国に共通した課題です。そうしたことから、この問題に対する基本的な考え方は、長い議論を経て、各国で共有されてきています。

具体的には、（スライドの下半分に列記したとおり）
・人間が半永久的に管理し続けることは困難であること
・世代間倫理の問題として、現世代の責任で解決すべきこと
・解決の方法は、生活環境からの「隔離」であること
・具体的には、地層処分が最適であること　
といったことが、ある種の「原則」として、国際社会で共有されていると言って良いと思います。



●最適な処分方法は何か、原子力発電の導入時から、各国共通の課題として、国際的
に研究・議論が行われてきています。 

地層処分の研究開発から 
実施へ 

・長期貯蔵管理か最終処分か 
・人間管理を続けることの脆弱性 
・地層処分研究の開始 

1962年： 
「深海投棄に向けて研究 
開発」 
（※1966年：商業炉運転開始） 

・環境問題への認識の高まり 
   （1975年：ロンドン条約（×海洋投棄）） 

・地層処分がベストとの評価の確立 
 
 
 
 

・各国で地層処分研究が本格化 

1976年： 
「地層処分を重点に研究開発」 
 

1999年： 
「日本でも地層処分が技術的に 
可能」 

１９７０～８０年代 

問題の認識、対策の模索 処分方法の確立、国際的共有 

１９９０年代～ 

日
本 

1977年：OECD/NEAレポート 
「地層処分が最も優れている」 

・国際的な研究交流の進展 
 
・各国での処分実施体制の構築 
 
・処分地選定の進展（国による） 

「地層処分」選択の背景 ～国際的な研究・議論の蓄積～ 

１９５０～７０年代前半 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地層処分という選択の背景には、長年にわたる国際的な研究や議論の蓄積があります。

世界ではじめて原子力発電が導入されたのは１９５０年代。日本の場合は１９６０年代ですが、既にその時代から、最適な処分方法は何か、各国でも、また国際機関でも、真摯に研究・議論が行われてきました。

長期管理を続けられないという前提に立って、現世代の責任で確実に隔離することを目指すべきである、ということが、まず議論されました。

次に、では、その隔離の場所としてどこが良いのか。地下深部か、海洋か、宇宙か。そうしたことについて、様々な研究と議論の結果、特に技術的な確実性などの面から、地下深部、つまり地層処分が最適であるとの結論に至ったのが、１９７０年代のことです。

その後も、定期的な議論や評価が国際機関等で行われてきましたが、地層処分が最も優れた処分方法であり、現世代の責任でその実現を目指すべきであるということが、繰り返し確認されてきています。



現世代の責任と将来世代の選択可能性 

避けるべき将来 目指すべき将来 

●現世代の責任で問題を解決することの重要性が、「世代責任」「世代間倫理」の文脈
で、国際的に共有されています。 

●単なる問題の先送りによって、将来世代から「地層処分を実行する」という選択肢 
    すら奪ってしまうことは、避けなければなりません。 

貯蔵保管以外の 
選択肢がない 

・地層処分の場所の確保 
・地層処分に必要な技術や人材 
（・地層処分以外の方法   ） 

× 
× 

？ 

地層処分を実行できる 
（貯蔵保管などの選択肢も、 

採りたければ可能） 

・地層処分の場所の確保 
・地層処分に必要な技術や人材 
（・地層処分以外の方法   ） 

○ 
○ 

？ 
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（注）日本学術会議が示した「暫定保管」（暫定的に地上保管を続けること）の考え方（2015年4月提言）は、保管期間を原則50年
（最初の30年で合意形成と候補地選定、その後20年以内を目途に処分場の建設）とした上で、地層処分を目指すもの。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
単なる問題の先送りによって、将来世代から「地層処分を実行する」という選択肢すら奪ってしまうことは、避けなければなりません。

つまり、地層処分の場所を確保できない、地層処分に必要な技術や人材を喪失するといったことにより、貯蔵保管以外の選択肢がない将来を避けるべきであり、地層処分を実行できる将来を目指すべき、ということです。

こうしたことから、現世代の責任で、最も優れた処分方法である地層処分の実現を目指すことが重要であるわけです。



可逆性と回収可能性 

●国際的には、将来世代に選択肢を残すことの重要性も議論されています。 
●新たな基本方針では、地層処分を前提としつつ、将来世代が最良の処分方法を 
    選択できるよう、基本的に「可逆性」を担保することとしています。また、そのために、

処分場の閉鎖までの間の「回収可能性」の確保をNUMOに求めることとしています。 

処
分
場
の
操
業 

処
分
場
の
建
設 

法定調査 

文
献
調
査 

概 
要 
調 
査 

精密調査 

処
分
地
の
決
定 

処
分
場
の
閉
鎖 

※可逆性：処分を実現していく間に行われる決定を元に戻す、又は検討し直す能力 
※回収可能性：処分場に定置された廃棄物を取り出す能力 

20年程度 50年以上 
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プレゼンター
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他方で、この処分事業自身、１００年にわたる事業であり、数世代にも及ぶことも事実でして、そのことを考えると、現世代ですべてを決め切ってしまうことで良いのか、という論点が、国際的にも提起されてきました。

そこで、昨年改定した基本方針の中では、今後のプロセスの中で、「一度決めたことであっても、状況変化に応じて決め直す、つまりは、軌道修正を行う余地を残す」という意味での政策や事業の「可逆性」、さらには、「一旦、地下深くの処分場に搬入した廃棄物についても、取り出すことを可能にする」という意味での「回収可能性」という概念を採用しました。

もちろん、「安全な管理が合理的に継続される」ということが大前提とはなりますが、将来世代の選択肢を確保する、という国際的な考え方を反映したところであります。



その他の処分オプション例 

いくつかの国で研究されている段階にあり、地層処分に替わるものとなるとの見通
しは得られていません。 

 高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性核種を分離し、高速炉等によってより 
   半減期の短い核種に変換する技術 
 

（問題点） 
・技術的に実用化できる見通しが立っていない 
・実現しても高レベル放射性廃棄物が完全になくなるわけではない  等 

 直径数10ｃｍ程度の穴を地下数ｋｍ程度まで掘削し、高レベル放射性廃棄物を
岩盤中に処分する方法 

 

 （問題点） 
・研究開発段階にある 
・定置後の状態を確認できない  等 

核種分離・変換 

超深孔処分 
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（参考）エネルギーミックスと原子力 
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業界 
業界団体の声 

（日商等による調査結果のポイント） 

鋳造 
• 従業員数30名未満の中小事業所が約8割。 
• 倒産・廃業が急増（2012年12社、13年14社）。 

鍛造 
• 電気料金上昇に対応するため、一時帰休、

給与削減、人員削減等、労働面でコスト削減
を行う企業が大幅に増加。 

金属 
熱処理 

• 従業員数平均26人とほとんどが零細企業。 
• 2013年12月に2社、2014年春に1社が工場・

部門閉鎖。 

●震災発生以降、原子力発電所の低下に伴う火力発電の焚き増しや再エネ賦課金等により、 
  家庭向けの電気料金は約２５％、産業向けの電気料金は約40％上昇。 
●中小・零細企業の中には、電気料金の上昇を転嫁できず、経営が非常に厳しいという声も 
    高まっている。 

電気料金の推移 

【出典】電力需要実績確報（電気事業連合会）、各電力会社決算資料等を基に作成 

20.37  
21.26  

22.33  

24.33  
25.51  

13.65  
14.59  

15.73  

17.53  

18.86  

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

20.00

22.00

24.00

26.00

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

電灯料（家庭用） 電力料（産業用） 

25.2%上昇 

38.2％上昇 

（円／ｋＷｈ） 

日本のエネルギー事情① ～電気料金の上昇と産業への影響～ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本のエネルギー事情についてご説明します。

まず、電気料金です。

左下のグラフは電気料金の推移を表しています。東日本大震災以降、火力発電の焚き増しや再生可能エネルギーの賦課金などにより、平成２６年度では、家庭用の電気料金で２５％、産業向けで４０％の上昇を示しています。なお、平成２７年度は若干下落しています。

中小・零細企業の中には、電気料金の上昇を転嫁できず、経営が苦しいという声もあります。電気料金の上昇は企業の雇用・収益の悪化にも関係し、産業に大きな影響を与えています。



●我が国の一次エネルギー自給率は、震災前（2010年：19.9％）に比べて大幅に低下し、2013年時点で6.2％。 

   これは、ＯＥＣＤ３４か国中、２番目に低い水準。 

●なお、原子力については、IEAによる国際的な統計上、国産として位置づけている。 

ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較 （2013年）  

 １位 ノルウェー 

 ２位 オーストラリア 

 ３位 カナダ 

 ９位 アメリカ 

１４位 イギリス 

１６位 フランス 

２２位 ドイツ 

２５位 スペイン 

３２位 韓国 

３３位 日本 

３４位 ルクセンブルク 

 

・・・  

・・・ 
 

・・・  

・・・  

・・・ 
 

・・・ 

171.8％ 

86.0％ 

57.7％ 

53.8％ 

37.9％ 

29.6％ 

16.5％ 

6.2％ 

3.5％ 

266.3％ 石炭 

原油 天然ガス 水力 

再生エネ等 
（地熱、太陽光等） 

【日本の一次エネルギー自給率の近年の推移】 

【出典】 IEA 「Energy Balance of OECD Countries 2015」を基に作成 

原子力 

  ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 

 日本の一次エネルギー自給率 
19.9 

(29位)  
11.2 

(33位)  
6.3 

(33位)  
6.2 

(33位)  

  
  
  
  
  
  
  

 原子力 15.0  5.8  0.9  0.5  

 水力 1.4  1.6  1.4  1.5  

 天然ガス 0.6  0.7  0.7  0.6  

 原油 0.1  0.2  0.1  0.1  

 再生可能エネルギー等 2.7  3.1  3.1  3.4  

  
  

可燃性再生可能エネル
ギー・廃棄物 

2.0  2.3  2.3  2.5  

地熱、太陽光、風力、その他 0.7  0.8  0.8  1.0  

日本のエネルギー事情② ～低いエネルギー自給率～ 
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次に、エネルギー自給率です。

我が国のエネルギー自給率は、東日本大震災前の２０１０年には１９．９％ でしたが、２０１３年時点では６．２％と大きく低下しています。これはＯＥＣＤ加盟３４カ国の中で下から２番目の低さです。

エネルギーの自給率が低いということは、その分、外国からのエネルギーに頼らなければならない度合いが高いということです。エネルギーの安定供給の観点から好ましくない状況と言えます。



1,270  
1,397 

1,304  1,354  
1,390  1,408 1,364 

0
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（百万t-CO2） 

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2以外の 
温室効果ｶﾞｽ（5.5ｶﾞｽ）排出量 

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2 
排出量 

一般電気事業者 
によるCO2排出量 

(2010年度比) 

+65 
(2010年度比) 

+112 

【京都議定書基準年】 

(2010年度比) 

+110 

1990年度 2005年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

温室効果ガス排出量 （百万t-CO2） １，２７０ １，３９７ １，３０４ １，３５４ １，３９０ １，４０８  １，３６４ 

エネ起CO2排出量 （百万t-CO2） １，０６７ １，２１９ １，１３９ １，１８８ １，２２１ １，２３５ １，１８９ 

  うち電力分※ （百万t-CO2） ２７５ ３７３ ３７４ ４３９ +65 ４８６ +112 ４８４ +110 ４５７ +83 

  うち電力分以外 （百万t-CO2） ７９２ ８４６ ７６５ ７４９ ▲16 ７３５ ▲30 ７５１ ▲14 ７３２ ▲33 

※「電力分」は、一般電気事業者による排出量 

（10年比） （10年比） （10年比） 

我が国の温室効果ガス排出量の推移 

●震災以降、温室効果ガス排出量は増加。2013年度、エネルギー起源CO2排出量は1,235百万トン（過去最高）。 

●2014年度は4年振りに減少し、1,189百万トン。震災前に比べると、電力分は原発代替のための火力発電の 

    焚き増しにより、2010年度比83百万トン増加。 

 

（10年比） 

【出典】 総合エネルギー統計、環境行動計画（電気事業連合会）、日本の温室効果ガス排出量の算定結果（環境省）をもとに作成。 

(2010年度比) 

+83 

日本のエネルギー事情③ ～温室効果ガス排出量の増加～ 
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プレゼンター
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最後に、環境面です。

世界的にも地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出抑制が求められています。しかしながら、我が国の温室効果ガス排出量は増加しています。

２０１３年度のエネルギー起源のＣＯ２排出量は１２億３５００万トンと過去最高値となっています。２０１４年度になり若干減少しましたが、それでも電気事業者が発電する際に排出するＣＯ２の量は、原子力発電の代替のための火力発電の焚き増しにより、２０１０年度と比べて８３００万トン増加しています。

温室効果ガスの発生抑制についても、我が国として、責任ある立場を世界に示していく必要があります。



昨年7月に取りまとめた「長期エネルギー需給見通し」策定の基本方針 

●エネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合に関する
政策目標を同時達成する中で、徹底した省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電
の効率化等を進めつつ、原発依存度を可能な限り低減させる 等、「エネルギー基本計画」（2014年
4月に閣議決定した国のエネルギー政策の基本計画）における政策の基本的な方向性に基づく 

  施策を講じた場合の2030年度のエネルギー需給構造の見通しを示す。   
  （注） 安全性（Ｓａｆｅｔｙ）、安定供給（Energy Security）、経済効率性（Economic Efficiency）、環境適合（Environment） 

 
  
 
 
  
             電力コスト 

自給率 震災前を更に上回る概ね２５％程度 

現状よりも引き下げる 

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞ 

温室効果 
ガス排出量 欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標 

 
  
 
 
 

安
全
性
が
大
前
提 
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全
性 
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この結果、東日本大震災前に約３割を占めていた原発依存度は、2030年度には
20～22%程度へと大きく低減する。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本のエネルギー事情について、コストや自給率、環境といった面からご紹介してまいりました。

こうした中、我が国のエネルギー政策としては、もちろん安全性を第一に、安定供給、経済効率性、環境適合性に関する目標を同時に達成することを目指しています。

具体的には、安全性を大前提として、自給率は震災前を上回る２５％程度を目指す、電力コストは現状よりも引き下げる、温室効果ガスの排出量は、その削減目標を欧米に負けないようにする。そのような政策目標を掲げています。

そのために、徹底した省エネルギーや再生可能エネルギーの導入、火力発電の効率化などを進め、それらにより原子力発電を可能な限り低減させるという考えです。

こうした考えに基づき、昨年、審議会に各分野の専門家に集まっていただき、２０３０年度の電源構成の見通しを作成しました。その結果、東日本大震災前に約３割を占めていた原発依存度は、２０～２２％程度へと大きく低減するとの結果になりました。

しかしながら、逆に言えば、その程度は依存せざるを得ないということです。原発をやめるわけにはいかないからこそ、なおさら、最終処分の問題に真剣に向き合っていく必要があると考えています。

最終処分関係閣僚会議を立ち上げたのも、また、この会議で、今までは自治体からの申請があってはじめて最終処分場の選定が始まるという、いわゆる手挙げ方式だったのを大きく改め、国がまず科学的有望地を提示し、国民や地域の皆様の関心や理解を深めながら進めていくという方針に転換したのも、こうした問題意識からです。



10,650億kWh程度 
省エネ＋再エネ 

で約４割 

「長期エネルギー需給見通し」（昨年7月）で示された 
2030年の電力需要・電源構成の見通し 

徹底した省エネ 
1,961億kWh程度 
（対策前比▲17%） 

電力 
9,808 
億kWh 
程度 

電力需要 電源構成 

（総発電電力量） 

12,780億kWh程度 

（総発電電力量） 

2030年度 2030年度 2013年度 
（実績） 

経済成長 
１．７％／年 

電力 
9,666 
億kWh 

石油 ２％程度 

石炭22％程度 

ＬＮＧ22％程度 

原子力18～17％ 
程度 

再エネ19～20％ 
程度 

省エネ17％程度 

再エネ22～24％ 
程度 

原子力22～20％ 
程度 

ＬＮＧ27％程度 

石炭26％程度 

石油 ３％程度 

（送配電ロス等） 

水力 8.8 
    ～9.2％程度 

太陽光 7.0％程度 

風力 1.7％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
3.7～4.6％程度 

地熱 1.0～1.1％程度 

ベースロード比率 
：56％程度 
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地層処分を支える地下深部の特徴 

29 



地層処分に必要な２つの機能 

●①放射性物質を閉じ込める、②人間の生活環境から物理的に隔離する、の２つの 
 機能が地層処分には必要です。 

隔離する 

閉じ込める 

300m 
以深 

長期間にわたり 
人間の生活環境に
影響が及ばない 

人間の生活環境 

廃棄物を人間の生活環境
から物理的に隔離する 

廃棄物に含まれる放射性 
物質を閉じ込める 
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隔離機能 

閉じ込め機能 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（※東京会場では杤山先生が説明する前提で）

人による管理がなくても長期間にわたって安全に処分ができるようにする、すなわち最終処分を成立させるには、大きく２つの機能が必要になります。一つは「廃棄物に含まれる放射性物質を閉じ込める」という機能、もう一つは「廃棄物を人間の生活環境から遠ざけて、隔離する」という機能です。



２つの機能を支える地下深部の特徴 

●地下深部には、地層処分に必要な２つの機能を支える３つの特徴があります。 

①酸素が少ないため、ものが変化しにくい 

③人間の生活環境から隔離されている 

閉じ込め機能 

隔離機能 

②ものの動きが非常に遅い 

地下深部の特徴 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この、廃棄物を処分するための「閉じ込め機能」と「隔離機能」という２つの機能を十分満たす特徴を持っている場所は、地球上のどこなのか。実は、地下の深い地層であれば、そうした２つの機能を発揮する優れた特徴があるのです。

まず、地下深部が持つ、①酸素が少ないため、ものが変化しにくい、②ものの動きが非常に遅い、という特徴は、主に地層処分の閉じ込め機能を支えます。

次に、地下深部は人間の生活環境から容易に近づくことができないという特徴は、まさに地層処分に必要な隔離機能そのものです。



●地下深部は酸素がほとんどないため、ものの変化は起こりにくい場所です。 

  そのため、金属の腐食も極めてゆっくりです。 

ウラン 

 酸素の無い状態ではウランは水に
溶けにくいため粘土層の中に留まり
ました。 

 カナダのシガーレイクでウランが
約13億年にわたり地下に閉じ込めら
れています。 

地下深部の特徴①：酸素が少なく、ものが変化しにくい 
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 出雲大社境内遺跡から 
出土した鉄斧 

  （730～750年前） 

 薄い錆びで覆われていまし
たが、ほぼ完全な形を残して
いました。 

鉄 斧 

写真提供：日本原子力研究開発機構 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず１つ目の特徴として、地下深部は酸素が少なく、ものの変化が起こりにくいことが挙げられます。また、金属の腐食も非常にゆっくりです。

例えば、カナダのシガーレイクという場所では、地下約４５０ｍの深さにウランが約１３億年間にわたって閉じ込められている例があります。

また、金属の腐食については、出雲大社の境内で出土した７３０年から７５０年前の鉄斧は、表面には薄い錆びの層があったものの、ほぼ完全な形のまま保存されていたという事例があります。

この鉄斧は地下数メートル程度の深さで見つかったものですが、地下深部ではこれよりさらに腐食速度は遅くなります。




【地表付近】 
地下水を流そうと
する力が強い 

【地下深部】 
地下水を流そうと
する力が弱い 

【地表付近】 
隙間が多く水が 
流れやすい 

【地下深部】 
緻密で水が 
流れにくい 

地下深部の地下水の流動距離は1年間に
数㎜程度（10万年間では数百m程度） 

地表近くの砂層では1年間の
流動距離は10ｍ程度 

●地下深部では地下水を流そうとする力が弱く、岩盤が緻密なので地下水の動きは 

  非常に遅いです。 

●岩盤には物質を吸着する性質があるため、地下水によって運ばれる物質の移動 

   速度は地下水の流動速度よりさらに遅くなります。 

地下深部の特徴②：ものの動きが非常に遅い 

33 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に２つ目の地下深部の特徴として、地下水の動きが非常に遅いということがあります。

それはなぜかというと、地表付近では地形の影響を受けて地下水を流そうとする力が大きいですが、地下深部では、地形の影響が相対的に地上より小さいことから、地下水を流そうとする力も小さいからです。

また、地下深部の岩盤は締め固められており、隙間が小さく緻密な構造であるので地下水が流れにくいという特徴があります。

これらの特徴を踏まえて、具体的にどの程度地下水の速度が違うのかという例があります。表層近くの砂層では１年間に１０ｍ程度流れるのに比べて、地下深部では、１年間で数ｍｍ程度しか流れません。これは、１０万年間でも数百ｍ程度ということです。

また、岩盤には物質を吸着する性質があるため、物質が地下水によって運ばれる速度は、地下水の流動速度よりさらに遅くなります。
 
【参考情報】
表層：１年間で８ｍ、１０００年間で８０００ｍ、１万年間で８０ｋｍ
地下深部：１年間で３ｍｍ、１０００年間で３ｍ、１万年間で３０ｍ



高レベル放射性廃棄物 

隔離 
300m以上 

一般的な地下利用 
（地下鉄、上下水道、建物
の基礎で数十ｍ） 

●地下深部は、人間が容易に近づくことはできません。 

地下深部の特徴③：生活環境から隔離されている 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
３つ目の特徴として、特に最終処分を行おうとしている３００ｍより深い地層は、人間生活から大きく隔離されているということがあります。

一般的な地下利用の深さはせいぜい数十ｍ程度であり、地層処分を行おうとする深度の地下深部には人間が容易に近づくことはできません。
 
【参考情報】
既存施設の最大深度
地下鉄：４９ｍ（大江戸線の最も深いところが、飯田橋駅と春日間）
上下水道：８６ｍ
共同溝：７０ｍ
地下街：４２ｍ
地下河川：１３０ｍ
揚水発電所：５８０ｍ
石油備蓄・ＬＰＧ備蓄：１３０ｍ



科学的有望地の位置づけと検討状況 
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地下深部でも、処分に適しているかどうかは確認が必要です 

【好ましい地質環境特性】 

●地下深部は、一般的に優れた特性を持っていますが、そうでない場所もあります。 
  「閉じ込め機能」が維持される好ましい地質環境かどうかを判断するには、現地 
  調査によって、岩盤の特徴や地下水の動き等を詳しく調査する必要があります。 
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【岩盤の性質】 
変形しにくい岩盤 

【温度】 
低い地温 

【地下水の水質】 
酸性（低ｐH）では 
ない地下水 

【地下水の動き】 
緩やかな地下水
の流れ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このように、地下の深部の地層は、一般的に地層処分に必要な機能を支える特徴を有しています。ただし、本当に地層処分に適しているかどうかについては、その場所に入って、しっかりと調査を行い、確認することが必要です。

廃棄物を処分する場所の地質環境として、考慮すべきものには大きく分けて４つあります。

１つは岩盤の温度です。岩盤の温度が高すぎると人工バリアに悪影響を及ぼす恐れがあるので、温度はなるべく低い方が好ましいです。

２つ目は、岩盤の性質です。圧力がかかって人口バリアが変形したりしないよう、ある程度強度のある、変形しにくい岩盤であることが好ましいです。

３つ目は、地下水の流れです。地下水の流れが速いと、その分、放射性物質の移動も速くなってしまうので、ため、緩やかな地下水の流れであることが好ましいです。

４つ目は、地下水の水質です。強いアルカリ性、あるいは強い酸性の地下水は、人工バリアの性能に悪影響を及ぼす可能性があるため、そうではないことが好ましいです。



●処分地は、法律に基づく処分地選定調査を通じて選定します。①段階的に調査範囲  
 を絞り込みながら、②調査・評価の精度を上げていくことで、慎重に選定していきます。 

処分地選定の進め方 

明らかに適性の低い 
場所を避け、現地調査
の対象範囲を決めます。 

安全性が確保できる 
場所であることの見通
しを得ます。 

安全性が確保できる 
場所であることを確認
します。 

精密調査 
地下調査施設での 

調査・試験 

文献調査 
（調査を受入れて 
いただいた自治体） 

概要調査範囲 精密調査範囲 

広域 
数ｋｍ程度 

文献調査 
過去の履歴等 
文献による調査 

概要調査 
ボーリングによる 

調査等 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（今お話があったとおり、地下深いところならどこでも大丈夫、というわけではないので、したがって、）ある具体的な場所で地層処分が成立するかどうか、言い換えれば、その場所が処分地に適しているかどうかについては、（先ほどご紹介したとおり、）法律に基づいて、段階的に調査を行って、確かめなければなりません。

それぞれの調査の概要は、下の絵に示す通りです。

まず、調査を受け入れていただいた自治体を対象に、過去の履歴などによる文献調査を行い、明らかに適性の低い場所を避け、現地調査の対象範囲を決めます。

次に、そのようにして定めた範囲において、ボーリング調査などの現地調査を実施して、安全性が確保できる場所であることの見通しを得ます。

最後に、地下施設での調査・評価を実施することにより、安全性が確保できる場所であることを確認します。

このように、様々な調査を経て、徐々に調査範囲を絞り込みながら、調査・評価の精度をあげていくことで慎重に処分地を選定していきます。



●科学的有望地は、法律に基づく処分地選定調査の手前の段階で、全国的な 
   データに基づき大まかな適性を示すものです。 

科学的有望地と処分地選定調査の関係 

文献調査 概要調査 精密調査 処分地の選定 

法律に基づく処分地選定調査 

受入れ自治体において、ＮＵＭＯが調査 

科学的 
有望地の
選定 

処分地選定調査に
入る地域としての 
適性を示す 

机上調査 現地調査 

個別地点の詳細データに基づく 
綿密な調査・評価 

全国的に 
整備され
たデータ
に基づく
マッピング 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、国が今検討している科学的有望地と、法律に基づく処分地選定調査とは、どういう関係にあるのか、説明したいと思います。

ポイントは、科学的有望地の選定は、（前頁で説明した）処分地選定調査の手前の段階だということです。日本全体を俯瞰して、文献調査に入る価値があるかどうかという観点でみた場合の大まかな適性を見ている、ということです。したがって、調査対象は全国であり、特定の地域ではありません。使用するデータについても、個別地域ごとのデータではなく、全国的に整備されたデータに基づくものです。

こうしたものであるため、個別地域における調査の結果、科学的有望地の中からも、処分地として不適切な場所も出てくる可能性があります。科学的有望地は、法律に基づく処分地選定調査によって初めて得られる結論を先取りするものではありません。



●現在、国の審議会（総合資源エネルギー調査会）において検討が進められて 
   います。 
●安全性の確保を第一に、処分後の長期の安全性、建設・操業時の安全性、 
   輸送時の安全性の３つに分けて考えることとしています。 

科学的有望地の検討状況 

①処分後の長期の安全性 

②建設・操業時の安全性 

③輸送時の安全性 

（これ以外に、社会科学的観点についても検討されています） 

処分施設の閉鎖後、長期にわたって閉じ込め機能と隔離機能が維持される
必要があります。 

建設・操業は40～50年程度かかる見込みです。 

操業期間中は、継続的に大量のガラス固化体が運び込まれることになります。 
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安全性に関する３つの視点 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでは、国の審議会によって行われている検討の内容について紹介します。

科学的有望地の選定にあたっては、安全性の確保を第一に考え、①処分後の長期の安全性、②建設・操業時の安全性、③輸送時の安全性の３つの観点から検討を行うことにしています。

まず、処分後の長期の安全性については、処分施設を閉鎖した後でも、処分に必要な２つの機能（閉じ込め機能と隔離機能）が維持されるための条件は何かという検討を行いました。

次に、建設・操業時の安全性については、処分後の長期の安全性に比べると期間４０～５０年程度と短いですが、地下施設や地上施設の安全性を担保するために必要な条件について検討を行いました。

最後に輸送については、操業期間中に長期的に大量のガラス固化体の輸送が行われることを考え、地上施設、地下施設のみならず、輸送時において通過する地域における安全性を担保するために必要な条件の検討を行いました。

加えて、社会科学的観点からの検討も行われています。



①処分後の長期の安全性 
～火山活動や断層活動等の影響が大きいところは避けます～ 

火山 活断層 

数㎞ 
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●地質環境は、時間と共に変化する可能性があります。火山活動や断層活動等の 
  影響が大きく、閉じ込め機能や隔離機能を損なう場所は避ける必要があります。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、処分後の長期の安全性についての検討です。

地質環境は時間と共に変化する可能性がありますが、特に閉じ込め機能や隔離機能に大きな影響を与える現象として天然現象の影響があります。

天然現象の影響として考慮すべき事象には、火山の影響、断層の影響、などがあります。

例えば、火山の近くに処分場を建設すると、マグマの上昇により、地質環境に大きな変化を及ぼすとともに、放射性物質が地上に押し上げられてしまい、隔離機能にも影響を及ぼす恐れがあります。

また、断層が処分施設を直撃すると、処分施設の一部が破壊され、閉じ込め機能が失われる恐れがあります。

これらの現象については、学術的な知見により多くの情報が得られています。



●隆起・侵食の影響の大きいところや、鉱物資源を求めて将来人間が侵入する可能 
  性がある場所等、物理的な隔離機能を損なう場所は避ける必要があります。 

隆起・侵食 

数㎞ 
鉱物資源 
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①処分後の長期の安全性 
～隆起・侵食の影響の大きい所や鉱物資源がある場所は避けます～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
さらに、隆起・侵食や鉱物資源の掘削の可能性がある場所など、廃棄物が地表付近に接近することにより、人間の生活環境に近づき隔離機能を損なう可能性がある場所は、避ける必要があります。

例えば、隆起・侵食速度が速い場合、地下深くに設置した処分施設が、地表付近に接近してしまう恐れがあります。

また、鉱物資源を求めて人間が侵入する可能性がある場所についても、人間が自ら廃棄物に接近してしまう恐れがあります。

これらの現象については、学術的な知見により多くの情報が得られています。



●地下施設は、地下300ｍより深いところまで坑道を掘り、その総延長は200ｋｍ以上 
  にもなります。 
●日本のトンネル掘削技術は世界トップクラスですが、崩落等のリスクが高いところは 
  施設の設置には向きません。 

アクセス坑道 

地下施設 
（高レベル放射性廃棄物

（ガラス固化体）） 

地下施設:6～10km2程度 
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②建設・操業時の安全性 
～軟弱な地盤では、建設・操業が困難です～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、建設・操業時の安全性の確保にあたり、まず地下施設の安全性につい見ていきます。

地表から３００ｍ以上深い場所に、ガラス固化体を４万本以上処分できる施設を建設します。

地下施設は、オーバーパックに封入されたガラス固化体を緩衝材で包んで一体ずつ埋設することとなりますが、多数の坑道によって構築され、その長さは２００ｋｍ以上にもなります。

ここでは、トンネル掘削技術を用いることとなりますが、日本のトンネル掘削技術は世界トップクラスではありますが、崩落などのリスクが高い軟弱な地盤は施設の建設には向かないため、あらかじめ避ける必要があります。



●地上施設は、ガラス固化体からの放出される放射線を十分に遮蔽するために、 
   施設の壁を厚くする等の工学的対応を行います。 
●ただし、火砕流等の自然災害の影響により、施設が破壊されてしまうことは避け 
  なければいけません。 

廃棄物の受入・
検査・封入施設 
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②建設・操業時の安全性 
～自然災害の著しい影響を受ける場合は、地上施設の設置が困難です～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、地上施設の安全性について見ていきます。

地上施設では、輸送されてきたガラス固化体に、オーバーパックや緩衝材を施す作業場や地下施設を管理する管理棟、そして、坑道をつくるために掘り出した岩石を一時保管するスペースなどから構成されます。

特に、ガラス固化体を受け入れ、検査を行い、オーバーパックに封入する施設では、放射線量の高い環境での作業となるため、周辺への放射線の影響が最小限に留まるように、施設の壁を暑くするなどの工学的対応が施されます。

基本的には、個別の地域毎に最適な施設の設計・建設を行っていくこととなります。

ただし、火砕流などの自然災害の影響により、工学的対応を実施してもその影響が避けられない可能性が高いと判断される場合は、その影響範囲をあらかじめ避ける必要があります。



●公衆被ばくの防止の観点や、テロの防止等の観点から、海上輸送が最も適当な 
  手段であると考えられます。 

一般の方々が放射線の
影響を受けない 

輸送中に妨害破壊行為
が行われない 

長距離輸送
方法を検討 

○ 海上輸送（船舶） 

△陸上輸送（車両） △陸上輸送（鉄道） 

• 長距離輸送、大量輸送
が可能 

• 国内外の実績あり 
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③輸送時の安全性 
～長距離輸送は海上輸送を前提に考えます～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
再処理に伴って生じる廃棄物は、（しばらくの冷却期間を経て、）青森県の六ヶ所村から、処分場まで輸送する必要があります。

輸送時の安全性について、科学的有望地の段階から検討することとした理由は大きく２点あります。

まず、操業期間の数十年の間、１年間に大量のガラス固化体を頻度高く輸送するため、地上・地下施設を設置する場所以外の通過地域における、公衆被ばくの影響を考慮する必要があるためです。

また、日本は（諸外国と比較して）国土が狭く、かつ急峻な地形が多く、平野部が少ないことから、現実的に大きな困難を伴う可能性があるためです。

そのため、①一般の方々が放射線の影響を受けないか、②輸送中の妨害行為が行われないか、という観点から、陸上輸送の車両、鉄道、海上輸送の３方法について検討を行いました。

その結果、長距離輸送・大量輸送が可能であり、国内外の実績もある海上輸送が最も適当な手段であると考えられます。



●海上輸送を前提としても、港湾から処分施設までは陸上輸送が必要です。 
●輸送物が極めて重いこと、検査等に多くの時間が費やされること等を考慮 
  すると、その距離は短い方が好ましいです。 

高レベル放射性廃棄物の陸上輸送車 
 

（写真提供：日本原燃株式会社） 

※輸送物と輸送容器をあわせた重量は100トンを超えます 
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③輸送時の安全性 
～港湾からの陸上輸送の距離は、短い方が好ましいです～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
長距離輸送を海上輸送で行うとしても、港湾から処分場までは陸上輸送を行う必要があります。

車両輸送、鉄道輸送を問いませんが、いずれにしても輸送容器と車両を合わせて１００ｔを超える重量物であることや、ガラス固化体の海外からの返還事例などを踏まえると検査等で多くの時間が費やされることを考慮すると、港湾からの距離はなるべく短いほうが好ましいです。



地下環境の安定性 
（埋設後長期の安定性） 

処分施設の安全性 
（建設・操業時の安全性） 

  火山の近傍（半径15km内） 
    活断層※１の近傍  等 

     火砕流※２の影響  等 

× 
× 

× 

※１：今後も活動する可能性のある断層 
※２：火山の噴火に伴う溶岩等の噴出物の流れ 

輸送時の安全性 
   港湾からの距離が短い 
  （沿岸から20kmを目安 
  （沿岸海底下や島嶼部を含む）） 

○ 

【社会科学的観点※】 
→扱いをどうするかも含めて審議会で議論中 ？ 

 
より適性の 
高い地域 
（科学的 
有望地） 

適
性
の
低
い
地
域 

適
性
が
あ
る
地
域 

※土地利用制約の厳しい地域の扱い等 

科学的有望地に関するこれまでの議論の成果 
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●安全性の観点から避けるべき要素が一つでもある所は、「適性が低い地域」と整理 
    し、そうでない地域は「適性のある地域」と整理します。 
●「港湾からの距離が短いこと」が「より適性の高い地域」の条件の一つとしてあげ 
    られています。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここまで、①処分後の長期の安全性、②建設・操業時の安全性、③輸送時の安全性について、検討を行ってきました。

安全性の観点から、個別に、避けたほうが良いという条件、好ましい条件が得られました。

それらの結果をまとめ、科学的有望地とは何かを示したものがこのスライドとなります。

今まで検討してきた条件のうち、安全性の観点から避けるべき要素が一つでもある所は「適性の低い地域」と整理します。ちょうど下の絵では赤い範囲となります。

それ以外の地域は、処分地選定調査に入っていく価値があるという観点から「適性のある地域」と整理しました。下の絵の薄い緑の範囲です。

適性のある地域から、さらに「より適性の高い地域」を選んでいくこととなりますが、「港湾からの距離が短いこと」が条件の一つとしてあげられています。



（参考）マッピングの参考事例 
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●スウェーデンでは、1998
～1999年に総合立地 

  調査を実施 
 
●岩種、主要亀裂、鉱石・
鉱山分布等を考慮して
マップを作成 

 
●上記に加え、自然保護、
輸送等の視点も勘案し、
地域の適性を評価 

おそらく適格な基盤岩 

おそらく不適格な基盤岩 

不適格な基盤岩 

スウェーデン県域別総合立地調査の成果例 
（出典：環境影響報告書2011,SKB社） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（杤山さんのご説明を補足させていただきますと、）科学的有望地のような全国的なマッピングは、諸外国でも行われています。

例えば、スウェーデンでは、岩種、主要な亀裂、鉱山分布等の全国規模のデータを使ったマッピングが行われています。加えて、社会科学的な観点から、自然保護などの観点も考慮して、地域の適性が評価されています。

スウェーデンでは、このマッピングの提示後、個別地域における段階的な調査に入っていくこととなりました。



社会科学的観点の扱いについて① 

● 処分地選定調査に入れば、ＮＵＭＯは、下記の影響に十分に配慮し、地域の方々や
自治体の意向を踏まえて、個別に検証しながら総合的に検討していく考えです。 

 
 
 
 
 
 
●このような社会科学的観点を科学的有望地の選定の段階でどう扱うかは、審議会 
  （総合資源エネルギー調査会）で検討中です。 

①自然環境への影響  （マイナスの影響は小さい方が好ましい） 

②地域経済・生活・文化への影響 （マイナスの影響は小さい方が好ましい） 

③事業遂行への影響  （費用等が過大にならない、土地利用制限が少ない 
                         など、事業が円滑にできる方が好ましい） 

審議会でこれまでに出された意見 

 基本的には、全国一律ではなく地域の方々と一緒に具体的に検討するもの。 
 複数の候補地点の優劣を総合的に判断することができるようになった段階で考慮することが適当。 

 どのように考慮するか、将来的な判断の基準を明確にしておくため、文献調査に入る前にあらかじめ   
決めておくべき。 

 社会的なコストを考えれば決して現実的でない地域もあり、そうした要件は早い段階から決めておくべき。 
 例えば「都市部こそよく考えるべき」といった議論がある中、社会科学的観点を加味せずに、技術面で 
       の検討成果をまず提示してはどうか。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
科学的有望地の要件・基準については、（これまで説明があったとおり）技術面での検討が先行していますが、現在、並行して、社会科学的観点をどのように扱うか、審議会で議論されています。

その議論において、処分事業は受入れ地域の理解なしに実現しないため、生活環境への影響や用地確保の見通しといった社会科学的観点は、処分地選定を進める上で重要、ただし、具体的に何をどの程度考慮すべきかは、地域の皆様との対話を通じて反映させていくことが重要、という点で共通理解を得られていると認識しています。

論点は、そうした対話を行う前の、科学的有望地提示の段階で考慮すべきかどうか、という点です。これについては、事業を効率的に行う上でも早いうちから考慮すべきという考えがある一方、「都市部こそよく考えるべき」といった議論がある中で時期尚早という考えもあります。

こうした中、是非、今日のような機会を通じて、広く皆さんの意見も伺って、さらに審議会の議論を進めようということになっています。



社会科学的観点の扱いについて② 

回避すべき要件 好ましい要件 

フィンランド 

• 人口密度（都市区）  
• 環境保護地域  

• 低い人口密度、土地所有権者の少なさ 

スウェーデン － 

• 土地利用や環境面の利害の衝突が少ない 
• 必要となるインフラが利用可能 

スイス 
• 地表からの調査が困難な地域 
  （人口密集地） 

• 地表からの調査の容易さ 
  （人口密集地の回避等） 

カナダ 

• 保護区域、遺産地域、国立公園 
• 地下及び地上施設を収容できる大

きさの土地が確保できない地域 
－ 

●国によっては、人口密集地でない、土地所有権者が少ない、といったことも早い段階から  
考慮している例があります。 
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科学的有望地に関してお伝えしたいこと① 

科学的有望地の提示によって、地層処分に関する国民理解が深まる
ことを期待しています。 
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 火山や活断層等の影響範囲を考慮しても、地層処分に明らかに適さない場所が 
     国土の大層を占めるわけではありません。逆に、少なくとも調査してみる価値がある 
   地域は、全国に広く存在することが示されることになるはずです。 
 
 「火山国の日本では地層処分はできないのでは」といった不安の解消に役立ち、 
     日本での地層処分の実現可能性に関する理解が進むことを期待しています。 
 
 その上で、合意形成のあり方や地域支援のあり方などを含め、この問題について 
     考えて頂くきっかけとなり、地層処分に関する国民的議論が深まっていくことを期待 
     しています。 
 

１ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
科学的有望地に関して、改めてお伝えしたいことが３点ございます。

まず１点目。科学的有望地は、その提示によって地層処分に関する国民理解が深まることを期待しているということです。

少なくとも調査してみる価値がある地域を具体的にお示しすることで、「火山国の日本では地層処分はできないのでは」といった不安の解消に役立ち、日本での地層処分の実現可能性について理解が進むことを期待しています。その上で、合意形成のあり方や地域支援のあり方などを含め、地層処分に関する国民的議論が深まっていくことを期待しています。



科学的有望地に関してお伝えしたいこと② 

 国民や地域の方々の理解なしに自治体に判断を求めても、決して上手くいかないと 
     いうのが、これまでの経験から得られた教訓の一つです。有望地提示後も、国と 
     ＮＵＭＯは、国民や地域の方々と丁寧な対話を重ね、関心と理解を深めていくことに 
    注力します。そうした活動の積み重ねなしに、自治体に判断を求めることはありません。 

こうした有望地提示の位置づけや意味合いについて、国民の皆さん
や自治体の皆さんの理解を得られるよう、全国的な対話活動に取り
組んでいきます。 
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科学的有望地の提示は、長い道のりの「最初の一歩」です ２ 

 科学的有望地の提示は、法律で定められた処分地選定調査の手前の段階で、「調査
してみれば安全が確認できる可能性が期待できる地域」を大まかに示すものです。 

    地域の意見を聴きながら、必要な調査を時間をかけて慎重に進めることは、何ら 
   変わりがありません。 

科学的有望地の提示と調査受入れのお願いは、全く別の話です ３ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に２点目。科学的有望地の提示は、長い道のりの「最初の一歩」であるということです。

（スライド３８でもご紹介したとおり）科学的有望地は、法律で定められた処分地選定調査の手前の段階で、「調査してみれば安全が確認できる可能性が期待できる地域」を大まかにお示しするものです。新たに有望地を提示するといっても、地域の皆様のご意見を聴きながら、安全第一で、必要な調査を時間をかけて慎重に進めていくことは、何ら変わりません。

最後に３点目。科学的有望地の提示と調査受入れのお願いは、全く別の話であるということです。

国民や地域の皆様の理解なしに自治体に判断を求めても、決してうまくいかないというのが、これまでの経験から得られた教訓の一つです。有望地提示後も、国とＮＵＭＯは、国民や地域の皆様と丁寧な対話を重ねてまいります。そうした活動の積み重ねなしに、自治体に判断を求めることはございません。

これらについては、今後もあらゆる機会を通じてご紹介し、国民の皆様のご理解を得られるよう、取り組んでまいります。
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  科学的有望地提示後の対話活動   
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●ＮＵＭＯは、「地層処分事業を必ず実現させる」との強い意思で、技術的な信頼性 
  向上、地域の皆様との対話活動等、不断の努力で取り組んでまいります。 
 
●科学的有望地の提示後も、地層処分になじみのない方が引き続き多いとの認識に  
   立ち、高レベル放射性廃棄物の問題の存在や地層処分の概要等について、 
   しっかりとご説明します。 
 
●一人でも多くの方に地層処分事業に関心を持っていただくため、科学的有望地を 
   中心に、丁寧に対話活動を積み重ねます。 
 
●関心を持っていただける方々の学習活動を支援するため、講師の派遣や関連施設  
   の見学会開催等、様々なメニューを提供していきます。 
 
●こうしたメニューを活用し、文献調査の受入れの可能性も視野に、主体的に学習活
動を進めていただけるグループが生まれ、そうした活動が地域の中で広がっていく 
よう、ＮＵＭＯとして最大限取り組みます。 

 
●合わせて、処分事業の実現が社会全体の利益であるとの認識が広く国民の皆様に  
   共有されるよう、国とともに全国的な対話活動を行ってまいります。 

ＮＵＭＯとしての科学的有望地提示後の対話活動の基本姿勢 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
科学的有望地提示後のＮＵＭＯの対話活動についてご説明させていただきます。

科学的有望地の提示後も、私たちＮＵＭＯは、「地層処分事業を必ず実現させる」という強い意思を持って、地域の皆様との対話活動などに、より一層努力し、取り組んでまいります。

ＮＵＭＯはこれまで全国各地で地層処分の理解活動に取り組んでまいりましたが、地層処分になじみのない方は依然として多いと考えており、高レベル放射性廃棄物の問題の存在や地層処分の概要などについて、これからもしっかりご説明してまいります。

科学的有望地を中心に、一人でも多くの方に地層処分事業に関心を持っていただくため、丁寧に対話活動を積み重ねます。

また、関心を持っていただける方々がおられましたら、講師の派遣や関連施設の見学会開催など、様々なメニューを提供し、学習を支援いたします。

このような理解活動を進める中で、文献調査の受入れの可能性も視野に主体的に学習を進めていただけるグループが生まれ、そうした活動が地域の中で広がっていくよう、ＮＵＭＯとして最大限取り組みます。

同時に、処分事業の実現が社会全体の利益であるとの認識が広く国民の皆様に共有されるよう、国とともに全国的な対話活動を行ってまいります。



ＮＵＭＯとしての科学的有望地提示後の対話活動の流れ① 
●科学的有望地の提示後、地域によって進むタイミングは異なると考えますが、 
    下図のようなステップを踏んで地域における対話活動を深めていく考えです。 

国民的な議論と地域の関心・理解の深まり 

全国的な 
取組 

【国民の皆様との対話の継続】 
（ポイント）・現世代の責任で問題を解決していくことの必要性 

・地下の安定性や地層処分事業で考慮すべきリスクとその安全確保策  
・事業に貢献して頂く地域に対する敬意や感謝の念の国民的共有の重要性 

地域毎の 
きめ細かな取組 科学的有望地

の要件・基準 
の検討 

国
に
よ
る
科
学
的
有
望
地
の
提
示 

【第１ステップ】 
情報提供・理解促進 

【第２ステップ】 
主体的な学習の支援 

【第３ステップ】  
地域全体への広がり 

文
献
調
査
に
関
す
る
国
に
よ
る

申
入
れ 

国
民
の
皆
様
や
地
域
の
方
々
の
声
を
踏

ま
え
て
プ
ロ
セ
ス
を
具
体
化 

文
献
調
査
の
受
入
れ
に
つ
な
が
っ
て
い

く
こ
と
を
期
待 

国民の皆様に自分事として 
関心を持ち続けて頂けるよう、
全国的な取組を継続 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
対話活動の流れを図であらわしたのが、こちらです。

オレンジ色の部分は全国的な対話活動ですが、本日のような全国シンポジウムなどを継続して実施し、高レベル放射性廃棄物の問題について自分の事として関心を持っていただけるような取り組みを丁寧に行っていきます。

科学的有望地が提示されれば、地域毎にきめ細やかな対話活動を行います。

科学的有望地に選ばれた地域に対し、まずは「情報提供」から始まり、次いで地域の団体による「主体的な学習の支援」、さらに学習活動の「地域全体への広がり」と徐々に対話活動を深め、拡げて行きたいと考えております。

第１ステップの「情報提供・理解促進」では、地層処分の概要などについて全国各地で説明会を開催します。関心を持っていただける方々には、講師の派遣や関連施設の見学会開催などの学習メニューを 整備し、費用面も含めて支援します。ＮＵＭＯ以外の専門家からも話を聴いていただけるよう、協力を求めてまいります。

第２ステップでは、「主体的な学習の支援」として、関心をお持ちいただいた地域団体の方々が、主体的・継続的に学習していただけるようご協力し、地層処分事業を通じた地域の持続的発展や将来ビジョン等についても一緒に考え、じっくりと対話活動を行います。

第３ステップは、主体的な学習活動が地域の中で広がっていくよう、ＮＵＭＯとして取り組み、地域の皆様のお考えをしっかりお聞きしてまいります。この第３ステップでは、自治体に関与いただきたいと考えております。

ＮＵＭＯとしましては、このようプロセスを経て文献調査につながっていくことを期待しております。

また、文献調査を受け入れてくださった自治体では、この問題について「対話の場」を設置いただけるものと思っておりますので、若干ご説明させていただきます。文献調査の進め方②をご覧ください。



ＮＵＭＯとしての科学的有望地提示後の対話活動の流れ② 
第１ステップ：情報提供・理解促進 
●高レベル放射性廃棄物の問題の存在や地層処分の概要、処分地選定の進め方などについて説明し、 
    関心を持っていただけるよう、電気事業者と緊密に連携し、全国各地で説明会等を積み重ねてまいります。 

 

●関心を持っていただける方々に向け、講師の派遣や関連施設の見学会開催など様々な学習メニューを  
    整備し、 地層処分の学習にかかる費用（講師謝礼、会場使用料等）を支援します。ＮＵＭＯ以外の専門家
からも話を聴いていただけるよう、協力を求めてまいります。 

第２ステップ：地域団体等による主体的な学習の支援 
●地域に根差した活動を行っている団体等に、地層処分で考慮すべきリスクとその安全確保策などについて
主体的に学習活動を進めていただけるよう、上記支援メニューを提供してまいります。 

 

●ＮＵＭＯの地域共生の考え方（P.58～59参照）などもお示しし、地域と地層処分事業の将来ビジョンを一緒
に考えていきます。 

 

●文献調査を受け入れて頂いた場合の調査の進め方（P.60～62参照）についても一緒に考えていきます。 

第３ステップ：地域全体への広がり 
●主体的な学習活動が地域全体へ広がっていくよう、ＮＵＭＯとして取り組みます。 

 

●その方策は、様々な専門家にも協力いただきつつ、地域の多様な方々に参加いただくことが重要と考えて
いますが、第１～第２ステップを進めていく中で、地域の皆さまの意見を踏まえて具体化してまいります。 

 

●本ステップでは、自治体にも適切に関与いただきたいと考えております。 56 



科学的有望地提示後の対話活動においては、
地域共生の考え方や文献調査の進め方につ
いても説明させていただきます。 
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●ＮＵＭＯ経営理念 （2014年10月31日制定）（抜粋） 

ＮＵＭＯの地域共生の基本的な考え方① 

・地層処分事業は１００年以上の長期にわたる事業であるため、地域の発展を支えとして 

 こそ、事業を安定的に運営することが可能と考えます。建設までには、ＮＵＭＯは本拠を 

 現地に移転し、地域の一員として地域の発展に貢献します。 
 
・ＮＵＭＯは、地域のみなさまと常にコミュニケーションを取りながら、事業による地域への 

 影響を総合的に勘案し、地域のみなさまが「良かった」とお考えいただける「共生」、 

 ｗｉｎ－ｗｉｎ の関係を目指します。 
 
・地域の雇用や経済等へのプラスの影響ができるだけ大きくなるように努めるとともに、 

 マイナス影響（風評被害等）を予防する措置を検討、実施します。 

基本方針 

 私たちは、すべてにおいて安全を最優先します 

 私たちは、地域との共生を目指します 

 私たちは、社会から信頼される組織を目指します 

行動指針 

 地域の一員として共に考え、共に行動し、地域の皆様が真に望むまちづくりに 

 貢献します 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらが、ＮＵＭＯの地域共生、つまり地域の持続的発展への貢献についての基本的な考え方です。

ＮＵＭＯは、その経営理念において

「すべてにおいて安全を最優先し、地域との共生を目指します。」

「地域の一員として共に考え、共に行動し、地域の皆様が真に望むまちづくりに貢献する考えです。」

と定めています。

ＮＵＭＯはその地域に本社を設置し、地域のみなさまと常にコミュニケーションを取りつつ、国の協力も得ながら、地域の持続的発展に貢献して参ります。



●ＮＵＭＯとしては、基本的に以下のような地域共生を図っていく考えです。 
 
●その実現に向けては、国の協力も得ながら、地域の方々とコミュニケーションを 
   重ね、ニーズを汲み取り、具体化してまいります。 

ＮＵＭＯの地域共生の基本的な考え方② 

【活気のあるまちづくり】 ～活き活き地域社会の実現に向けて～ 

 ・地元経済の活性化に貢献 （資材の地元調達、地域特産品の販売支援等） 

 ・若者が定着できる雇用の創出と雇用につながる教育投資 

 ・魅力的なまちづくりのための文化的支援 
 
【安心して暮らせるまちづくり】 ～ＮＵＭＯのふるさとの町として～ 

 ・安心して子供を産み、育てられる町に 医療インフラの充実 

 ・子供もお年寄りも一緒に暮らせるコミュニティーをつなぐ交通・情報インフラの充実 

 

【事業にともなうインフラ整備等】 ～地域の利便性等の向上～ 

 ・道路・港湾の改修・拡張、情報通信システムの向上 

 ・地下研究所、技能訓練センターの整備 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
インフラ整備の他、地元経済の活性化や教育投資、文化的支援などソフト面においても地域に貢献できるよう、国、原子力発電事業者の協力を得ながら、取り組んでまいりたいと考えております。

具体的には、資材の地元調達、地域特産品の販売支援、雇用の創出などに取組み、ＮＵＭＯのふるさとの町として、活気のある、安心して暮らせる町の持続的発展に貢献してまいります。

地域により、それぞれ将来ビジョンがあると思いますので、地域の方々ときめ細かくコミュニケーションを重ねながら、魅力ある町を具体化させていきたいと考えております。



文献調査の進め方① ～全体像～ 

経済産業大臣から市町村長、都道府県知事の意見の聴取（反対の場合には次の段階に進まない） 

①文献による評価を行い、法定要件を満足しない範囲を除外します 

・地震等の自然現象による地層の著しい変動の記録がないこと、将来にわたってそうした変動の生ずるおそれが少ないこと 等 

（法定要件を満足しない範囲を除外） 

②安全性の観点から技術的検討を行います ③経済社会的な観点からも検討を行います 

概要調査地区の選定、概要調査の計画 

（総合的に評価） 

（評価結果の報告、自治体との話し合い） 

（経済産業大臣に申請） 

・地下水の状況等を踏まえた埋設後の長期の安全性 

・操業時・輸送時の安全性 等 

・自然環境、地域経済・生活・文化、事業遂行への影響 等 

（「対話の場」を通じて寄せられる住民の皆さまの関心や意向を踏ま
えて、「経済社会影響調査」等を実施します） 

●文献調査は、受入市町村を対象とし、その結果を踏まえて当該市町村の中から数ｋｍ四方程度の概要調査 
   地区を見出していくことが目的です。地域の安全を第一に、しっかりと技術的検討を行うとともに、「対話の場」
等を通じて、絶えず地域の皆様とコミュニケーションを図りながら、関心・意向を踏まえて進めてまいります。 
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文献調査の進め方② ～「対話の場」の基本設計～ 

●安全確保策、地域経済への影響等、処分事業に関連する情報を地域の方々が共有し、対話  
   を通じて理解を深めていただくことを目的に、「対話の場」の設置を支援します。 
●自治体の関与や参画メンバー、ＮＵＭＯの関わり方等については、当該自治体（原則市町村） 
   の判断で決めていただくことが基本です。今後、どのような設計や活動内容が標準的に考えら 
   れるかについて、ＮＵＭＯとして具体的に示していく考えです。 

地域 

＜支援＞ 
• 設置・運営に関するサポート 
• 事業に関する情報提供  
• 運営費の（一部）負担 等 

地域の状況等に応じた関与 

自治体 

意見・要望 

＜支援＞ 
• 政策等の情報提供 
            等 

意見・要望 

対話の場 

≪地域の多様な方々の参画≫ 

＜想定される主な活動内容＞  
①地質調査や経済社会影響調査の進捗の共有 
②地域の将来ビジョンの検討 
③活動内容の地域住民の皆様への情報発信 

NUMO 

国 
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役割分担と連携 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらが、「対話の場」のイメージです。

「対話の場」は、地層処分事業の安全確保策、地域経済への影響など、処分事業に関連する情報を地域の方々が共有し、対話することで理解を深めていただくことが目的です。

地域の多様なメンバーにお集まりいただき、国やＮＵＭＯが協力・支援する形を考えておりますが、実際に、自治体がどのように関与するか、どんなメンバーが参画するか、国やＮＵＭＯがどのように関わるか等については、当該市町村の判断で決めていただくことになります。

ＮＵＭＯとしましては、事業が地域の経済・社会に与える影響、地域との共生の取組みなどについてもご説明し、意見交換させていただきたいと考えております。

それでは、「ＮＵＭＯの地域共生の基本的な考え方①」をご覧ください。



文献調査の進め方③ ～「経済社会影響調査」の基本設計～ 

●ＮＵＭＯは、地域の皆様に対し概要調査受入れの判断材料の１つとして提供するため、自治
体・住民の皆様とのコミュニケーションを図りつつ、処分事業が地域の経済社会に及ぼす影響
について調査を行います。 

●調査の内容や進め方・結果については、「対話の場」等を通じて、自治体・住民の皆様に 
   主体的に検討いただき、調査をより良いものにしていきます。 

NUMO 自治体・住民の皆様 

・処分事業の内容   ・３段階の調査内容 
・建設工事等の内容   ・海外事例     等 

基礎的情報 

地域の現状を踏まえ、調査の内容や進め方等
についてご検討いただく 

調査の実施に向けた検討 

経済社会影響調査の実施 

基礎的情報の提供 

判断材料の１つとして提供 

（例えば） 
・事業の経済効果 
・事業に付随する研究所等の整備の可能性 
・長期的な福祉の促進の可能性 
・事業に伴う風評被害および対策のあり方 
                  ⇒報告書として公表 

（自治体・住民の皆様が希望する主体
が調査の実務を担うことも可能） 

＜「経済社会影響調査」の進め方のイメージ＞ 

検討の成果や要望を反映 

概要調査受け入れ等の判断 
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 地層処分の安全確保 
（補足資料） 
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●目標： 

人と環境に与えるリスクを十分小さくすること（※） 

地層処分の安全確保の目標と方策 
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●方策： 

(1) ガラス固化体に含まれる放射性物質の移動を妨げる（閉じ込める）ために、 

    人工バリアと天然バリアを組み合わせた多重バリアシステムを構築すること 

(2) 天然現象や人間の行為により閉じ込め機能や隔離機能に著しい低下が 

        起きない地域を選ぶこと、および好ましい地質環境を有する地域を選ぶこと 

(3) それにもかかわらず機能低下・喪失が起きると仮定し、その時でも目標を 

        達成できるように、処分場全体を保守的に設計（工学的対策を検討）し、 

        そのことを安全評価で確認すること 

(4)   建設・操業時、輸送時の十分な安全対策を講じること 
 

（※）ガラス固化体を地下に埋設したことによる地上の人々の放射線被ばく線量の 
   追加分が自然放射線による被ばく線量と比べて十分小さいといえるようにすること 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地層処分の安全確保の目標は、「人と環境に与えるリスクを十分小さくすること」です。
具体的には、ガラス固化体を地下に埋設したことによる地上の人々の被ばく線量が自然放射線による被ばく線量と比べて十分小さいといえるようにすることです。

目標を達成するための方策としては、以下の4点があります。
ガラス固化体に含まれる放射性物質の移動を妨げる（閉じ込める）ために、人工バリアと天然バリアを組み合わせた多重バリアシステムを構築すること
天然現象や人間の行為により閉じ込め機能や隔離機能に著しい低下が起きない地域を選ぶこと、および好ましい地質環境を有する地域を選ぶこと
それにもかかわらず機能低下・喪失が起きると仮定し、その時でも目標を達成できるように、処分場全体を保守的に設計（工学的対策を検討）し、そのことを安全評価で確認すること
建設・操業時、輸送時の十分な安全対策を講じること





方策(1)：高レベル放射性廃棄物の地層処分 （再掲） 
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•放射性物質をガラス構造に取
り込む。 

•水に溶けにくい。 

•放射能が高い期間、地下水と
ガラス固化体の接触を防止。 

•水を容易に通さない。 
•放射性物質を吸着し移動を
遅らせる。 

•放射性物質を吸着し移動を
遅らせる。 

人工 
バリア 

天然 
バリア 

ガラス固化体 

オーバーパック 
（金属製の容器） 

緩 衝 材 
（粘土（ベントナイト）） 

岩盤 

３００ｍ 
以上 

●高レベル放射性廃棄物を、地下深部の安定した地層に埋設して人間の生活環境 
から隔離し、最終的な処分とする（地層処分）こととしています。 

●地層処分は、「人工バリア」と「天然バリア」を組み合わせた多重バリアシステムで、 
長期にわたり放射性物質の動きを抑え閉じ込める方法です。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
高レベル放射性廃棄物は、地下深部の安定した地層に埋設して人間の生活環境から隔離し、最終的に処分する（地層処分）こととしています。
地層処分は、地下深部のものを閉じ込める能力をより確かなものとするために、人工的なバリアを設置することで、多重バリアシステムを構築し、長期にわたって放射性物質の動きを抑え閉じ込める方法です。

人工バリアは、ガラス固化体、金属性の容器であるオーバーパック、粘土でできている緩衝材によって構成しています。
ガラス固化体のガラスは、放射性物質をガラス構造に取り込んでいるので、放射性物質は水に溶けにくいのが特長です。
オーバーパックは、ガラス固化体の放射能が高い期間、例えば1,000年間といった期間にわたって地下水とガラスの接触を防ぐ役割を持っています。
緩衝材は、ベントナイトという特殊な粘土を用いて構築します。ベントナイトは水を吸うと何倍にも膨らんで、隙間等を埋めてしまうため、水を容易に通さなくなる。また緩衝材は放射性物質を吸着し、移動を遅らせる特性も持っています。
岩盤は、放射性物質を吸着する特性を持っています。また、地下深部の岩盤中の地下水の動きは非常に遅いため放射性物質の移動も非常に遅いことも特長です。




方策(1)：閉じ込め機能や隔離機能に著しい低下が起こる可能性 

火山 
活断層 

●天然現象や人間の行為により、閉じ込め機能や隔離機能に著しい低下が起きる 
原因として、 ①処分施設が破壊されること、②人間と廃棄物とが接近すること、 
③放射性物質が地表に到達すること、があります。 

隆起・侵食 

資源探査 

①火山や断層の活動
により処分施設が破壊
されること 

③地下水の流れに伴っ
て放射性物質が地表に
到達すること 

②隆起・侵食、鉱物資源の
探査等により人間と廃棄物
とが接近すること 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
天然現象や人間の行為により、閉じ込め機能や隔離機能に著しい低下が起きる原因として、①処分施設が破壊されること、②人間と廃棄物とが接近すること、③放射性物質が地表に到達すること、があります。

処分施設が破壊される原因としては、火山や活断層が考えられます。
火山の近くに処分場を建設すると、建設自体が困難となりえますし、マグマが処分場に貫入し、地下施設が破壊され、放射性物質が地上に押し上げられて、人間の生活環境との隔離が脅かされてします恐れがあります。
活動性の大きな断層が処分施設内に存在すると、処分施設の一部が破壊され、放射性物質を閉じ込めておく能力が損なわれる可能性があります。 

人間と廃棄物とが接近する原因としては、隆起・侵食、鉱物資源の資源探査が考えられます。
隆起・侵食の速度が大きい場所では、地下深くに設置した処分施設が岩盤と一緒に隆起し、地表面が浸食されることによって徐々に地表付近に近接し、隔離の機能が弱まってしまう恐れがあります。 
資源探査などのためのボーリングにより、廃棄物の一部が地表に取り出されることで人間と接触する恐れがあります。

放射性物質が地表に到達する可能性とは、人工バリアが劣化し、そこから放射性物質が地下水に溶け出し、地下水と共に岩盤（天然バリア）を通って地表に到達することが考えられます。
地下水の流れが速い場合や、地下水の水質が酸性の場合は、人工バリアから溶け出した放射性物質が地表に到達するまでの時間が早まる可能性があります。



●過去数百万年程度の期間、火山の位置はほとんど変わっていません。また、火山 
活動は火山の中心から概ね半径15㎞の円の範囲にとどまっています。 

●処分地選定調査において、半径15㎞の円の範囲を超えて火山噴出物の分布等の 
詳細な調査を実施し、火山の活動範囲を確認し、回避します。 

方策(2)－①：火山の活動によって地下施設が破壊される 
可能性がある地域は避けます 

火山の中心 

半径15km 

マグマ溜まり 

岩脈 

日本の火山（第3版） 
（産業技術総合研究所地質調査
総合センター、2013）に基づいて
作成 

約260万年前～ 
約80万年前 
に活動した火山 

約80万年前～現在 
に活動した火山 

約80万年前  ：中期更新世の始まり 
約260万年前：第四紀の始まり 

【日本列島における火山の分布】 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
隔離機能を保つため、火山の活動によって地下施設が破壊される可能性がある場所は避けます。

左の図は日本の火山の分布を、約260万年前から約80万年に活動したものと、約80万年前から現在に至る期間に活動したものとして示していますが、火山が集中する場所と存在しない場所があり、１００万年以上もの間、その位置にほとんど変化がないことから、現在活動している火山によって地下の環境が影響を受けている範囲を避ければ、処分施設への火山活動の影響を避けることができると考えられます。

右の図にありますように、火山活動の影響としては、例えば地温の上昇、マグマの貫入、地下水の水質の変化等ですが、その範囲は火山の中心から概ね半径15㎞程度の範囲にとどまっていることがこれまでの多くの調査から示されています。
　（しかし、カルデラに関してはより広範囲に影響範囲が広がるため、個別にその範囲を検討し回避するという考え方をとる必要があります。）

処分地選定調査においては、半径15㎞の円の範囲を超えて火山噴出物の分布などの詳細な調査を実施し、火山の活動範囲を確認し、回避します。




方策(2)－①：断層の活動によって地下施設が破壊される 
可能性がある場所は避けます 

出典：活断層データベース（産業技術総合研究所
https://gbank.gsj.jp/activefault/index_gmap.html） 

活断層とは 
  過去数十万年前以降に繰り返
し活動し、将来も活動する可能性
のある断層のこと。 

活断層の影響範囲とは 
  断層周辺の岩盤の破壊や変形が 
生じている領域、ならびに将来、断層
が伸展したり分岐する可能性がある
領域のこと。 

 
 
 
 

トレンチ調査 
（実際に溝を掘り、その壁面にみられる地層の 
綿密な観察を行っている様子（遠田ほか，2009）） 

物理探査 
（物理探査は、岩石の電気や弾性波のとおりやすさと 
いった物性の違いを測定して地下の様子を調査する方法。 
写真は地下に弾性波を送る大型バイブレータ震源。） 
※写真提供：地球科学総合研究所ＨＰ 
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【日本列島における活断層の分布】 

●断層活動は、過去数十万年にわたり同じ場所で繰り返し活動しています。 
●断層活動に伴って地層が破砕された範囲(破砕帯）は、断層長さの100分の1程度です。 
●処分地選定調査において、破砕帯を超えて物理探査やトレンチ調査等を用いた詳細な 

調査を実施し、隠れた活断層の分布や個々の断層の影響範囲等を確認し、回避します。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
閉じ込め機能を保つため、断層の活動によって地下施設が破壊される可能性がある場所は避けます。
断層活動は過去数十年間の間同じ場所で繰り返し活動していることがわかっています。
活断層とは、過去数十万年以降に繰り返し活動し、将来も活動する可能性がある断層のことです。
繰り返し起こった断層活動に伴って地層が破砕された範囲、つまり破砕帯、は断層の長さにほぼ比例することがわかっています。
それぞれの活断層において断層の長さの100分の１の範囲を除けば活断層の影響はほぼ回避できると考えています。
既存の活断層に加え、空中写真判読等では見つからない活断層が存在している可能性もあります。また断層長さの１００分の１より広い影響範囲を持つ活断層が存在する可能性も否定できません。
そのため、調査対象地域ごとの処分地選定調査においては、最新の調査手法を用いて詳細に調査する必要があり、そのような調査により隠れた断層を見つけ出すことは可能と考えられます。
地下を調査する方法としては物理探査、トレンチ調査、ボーリング調査、トンネル調査等の方法があります。

物理探査とは、写真のような装置を使って人工地震を起こして、地下の様子を調べる方法です。
トレンチ調査とは、実際に溝を掘り、その壁面にみられる地層の綿密な観察から断層の活動時期など調べる方法です。



●処分地選定調査において、空中写真判読や、物理探査、トレンチ調査、ボーリング 
   調査、断層から放出されるガスの分析等を組み合わせることによって、以下の点を 
   把握し、処分施設に著しい影響を及ぼす可能性がある場合は、回避します。 

・断層の分布、破砕帯の幅および 
 外側の変形帯に含まれる範囲 

・断層の伸展・分岐が発生する 
 可能性がある領域 

・変形帯や活褶曲・活撓曲の分布 
 範囲 

・変位規模の小さい断層、地表の 
 痕跡が不明瞭な断層、地下に 
 伏在している断層による影響 

方策(2)－①：断層の活動によって地下施設が破壊される 
可能性がある場所は避けます 
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※空中写真判読とは、高空から撮影した
写真を用いて地形的な特徴を判読し、 
断層を示している可能性のある直線的な
地形等を推定する方法です。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
断層活動の影響範囲の回避が必要です。具体的には、
断層の分布、破砕帯の幅および外側の変形帯に含まれる範囲
断層の伸展・分岐が発生する可能性がある領域
変形帯や活褶曲・活撓曲の分布範囲
変位規模の小さい断層、地表の痕跡が不明瞭な断層、地下に伏在している断層
です。
これらは、空中写真判読や、物理探査、トレンチ調査、ボーリング調査、断層から放出されるガスの分析などを組み合わせることによって把握します。
空中写真判読とは、高空から撮影した写真を用いて地形的な特徴を判読し、断層を示している可能性のある直線的な地形などを抽出するものです。
物理探査とは、岩石の電気や弾性波のとおしやすさといった物性の違いを測定して、地下の様子を調べる方法です。
トレンチ調査とは、実際に溝を掘り、その壁面にみられる地層の綿密な観察を行う調査方法です。
ボーリング調査とは、地下に直径数センチから十数センチの穴を掘削し、岩石や地下水を採取したり、地下水の流れやすさや岩盤の強度を測定したりする調査のことです。
ガスの分析については、断層がある場合は断層を通じて地下深部のマントル起源のガス（ヘリウムガス）が地表付近で観測できる可能性があり、地表の痕跡が不明瞭な断層や、地下に伏在している断層を検出する調査方法として提案されています。



●地震を発生させる活断層は回避しますが、断層活動に伴う地震動（ゆれ）を避ける  
 ことはできません。しかし、地震時の地下深部の揺れは地表に比べて1/3～1/5程度 
 に小さくなることがわかっています。 
●処分地選定調査において、地下深部における地震動の影響を詳しく検討し、必要な 
 工学的対策を行います。 

（土木学会(第1次)・地盤工学会合同調査団 調査速報より） 

方策(2)－①：地震の影響を考慮します（参考） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地震を発生させる活断層は回避しますが、断層活動に伴う地震動（ゆれ）を避けることはできません。
しかし、地震時の地下深部の揺れは地表に比べて1/3～1/5程度に小さくなることがわかっています。

右の写真は、直下型地震の際に、地表が壊滅的な被害を受けたのに対し、トンネルの空洞は保たれていた事例を示しています。
（トンネル内の写真でひびが見えますが、これは岩盤に亀裂が発生したのではなく、トンネルの壁面を覆っているコンクリートの壁にひびが入ったものです）

処分地選定調査において、周辺の活断層が震源になった場合を想定した地下深部における地震動の影響を推定し、それに基づく耐震設計等の必要な工学的対策を行います。




方策(2)－②：隆起・侵食により人間と廃棄物とが接近する 
可能性がある場所は避けます 

地表地質調査 

（隆起・侵食速度を推定するために過去の侵食の記
録である河岸段丘や海成段丘を調査している様子） 

http://www.jaea.go.jp/04/horonobe/cyousa23.html#03 

●隆起・侵食は過去と同じ傾向が今後も続くと考えられます。 
●処分地選定調査において、地表地質調査による詳細な調査を実施し、隆起・侵食量 
 等を確認し、将来地表に著しく接近することが予想される場所は回避します。 
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日本列島と地質環境の長期安定性（地質リーフレット４ 日本地質学会、
地質環境の長期安定性研究委員会 編 2011） 付図５ 

第四紀火山，データなし 
～0 m/10万年 

   0～30 m/10万年 
30～60 m/10万年 
60～90 m/10万年 

90m～/10万年 
（凡例は換算した隆起速度） 

【最近約１０万年間の隆起速度の分布】 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
隆起・侵食は過去と同じ傾向が今後も続くと考えられます。

処分地選定調査において、隆起・侵食速度を推定するために過去の侵食の記録である河岸段丘や海成段丘などを対象とした地表地質調査による詳細な調査を実施します。
そして、将来地表に著しく接近することが予想される場所は回避します。




【岩盤の性質】 
変形しにくい岩盤 

【温度】 
低い地温 

【地下水の水質】 
酸性（低ｐH）では 
ない地下水 

【地下水の動き】 
緩やかな地下水
の流れ 

方策(2)－③：地質環境特性を把握します 

●処分地選定調査において、ボーリング調査等を実施し、地下深部の地質環境特性を 
把握します。 

●変形しにくい岩盤、低い地温、緩やかな地下水の流れ、酸性（低ｐＨ）ではない 
   地下水であるかどうか等を確認します。 

ボーリングコア 

ボーリング調査 

72 
室内力学試験 試験装置の挿入 地下水の採取→水質分析 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
処分地選定調査において、ボーリング調査等を実施し、地下深部の地質環境特性を把握します。具体的には、以下の４つの特性です。
一つ目は岩盤の温度で、岩盤の温度が高すぎると緩衝材として使用される粘土が変質するといった人工バリアに悪影響を及ぼす恐れがあるのでこうした場所は避ける必要があります。 
二つ目は、岩盤の強度。岩盤が弱くて変形しやすい場合、施設の建設が難しくなるばかりではなく、人工バリアが破損してしまう可能性があり好ましくありません。 
三つ目は、地下水の流れです。一般に地下深部の地下水の流れは遅いとはいえ、そのことを確かめておくことが放射性物質の移動を妨げるという観点で必要となります。 
四つ目は、地下水の水質など化学的性質です。pHが極度に高い（アルカリ性）あるいは低い（酸性）地下水は人工バリアの性能に悪影響を及ぼす可能性があるので注意が必要です。

そのため、ボーリング調査により、コアサンプル（岩芯）を採取して地下の岩盤の状態の観察、強度を測定したりします。また、試験装置を設置して地下水の流れやすさを調べたり、地下から採取した地下水の水質などを測定するといった多くの調査、試験を行って地下環境を把握し、地層処分に適しているかどうかを確認します。
このような調査には、地下深部の特性を損なわないようにサンプルを採取するといった、特別に開発された技術を用います。






方策(3)：調査地点の地質環境特性に応じた工学的対応を検討します 

●処分地選定調査で得られた地下深部の地質環境特性に係る情報に基づき、十分 
な安全裕度を持った人工バリア等の施設の設計（オーバーパックの材質や厚さ 
緩衝材・埋戻し材の材料や厚さ、施工方法、廃棄物の定置間隔等）を行います。 

●また、周辺の活断層等を考慮した施設の耐震設計も行います。  

地下施設 
人工バリア 

天然バリア（岩盤） 

埋め戻し材 処分孔 

ガラス固化体 

オーバーパック 
緩衝材 73 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
処分地選定調査で得られる情報に基づき、深部の地質環境特性や地上の地理・地形的条件などを勘案して、その場所に適した、十分な安全裕度を持たせた処分施設の設計を行います。 
地下施設では、人工バリアの仕様や、処分施設のレイアウト、廃棄体や人工バリア材の搬送・定置も含んだ総合的な施設設計を行います。
また、周辺の活断層が震源になった場合を考慮した施設の耐震設計も行います。




方策(3)：安全性を評価・確認します 

オーバーパックが1,000年後に、4万本すべてでその機
能が失われる等の保守的な想定をした場合に、地上で
生活する人の年間最大被ばく線量は0.000005mSv（処
分後80万年時点）と評価されています。 

●放射性物質が人間の生活環境に運ばれる可能性に対しては、必要な対策を講じた上 
で、慎重に評価します。処分地選定調査では地下深部の地質環境特性から生活環境 
までの様々な情報と、人工バリア等の工学的対応を検討しつつ、将来の地上で生活 
する人の被ばくの程度を慎重に評価し、地表に到達するまでに放射能が十分減衰して 
いることを確認します。 

放射線被ばくの早見図（国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構）をもとに作成 

被ばく 

出典：「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性 
                      －地層処分研究開発第2次とりまとめ－」 
     （核燃料サイクル開発機構（現 日本原子力研究開発機構）、1999） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
処分地を慎重な調査によって適切に選定し、その処分地の地上の条件及び地下深部の特性を考慮した処分施設の設計を行ったうえで構築される地層処分場が長期間安全性を確保するかどうかについては、実際に試してみることはできませんので、安全評価により、将来長期間にわたって人間とその生活環境に悪影響を及ぼさないことを確認します。
安全評価では、長期間のうちに想定される処分場の状態をシナリオとして描き、コンピューターによって予測計算を行うことによって処分所の影響を推定します。ここに示した例では、処分後1,000年で、ガラス固化体を封入したオーバーパック40,000本全てが腐食によって破損し、ガラス固化体に閉じ込めた放射性物質が少しずつ地下水に溶け出した場合に人間が被ばくする線量を計算したものです。結果として、処分後80万年後に最大となり年間0.000005mSvという値が得られていますが、これは東京とニューヨークを飛行機で往復した場合に受ける被ばく線量よりはるかに低い、わずかなものとなっています。
安全評価ではこのような考えられるシナリオを漏れなく挙げて、それぞれ計算を行って安全であることを確かめます。
このような安全評価の考え方や手法については、これまで世界中で議論されてきており、各国の地質の条件や設計概念などが異なるため、どのようなシナリオを考えるかといった点等に違いはあるものの、基本的な枠組みについては確立され国際的に合意が得られています。




方策(3)：万一の事態を想定した安全性の評価を実施します 

●科学的な知見に基づき、綿密な調査を行い、評価することで閉じ込め機能や隔離機能 
に係る安全性の確認が可能です。しかし、火山や活断層等が直撃した場合の影響 
を、コンピュータでシミュレーションし、著しい影響にならないことを念には念を入れて 
確認します。 

処分場を横切るような大規模な断層が発生すると
仮定した場合のシミュレーションのイメージ 75 

処分場

断層の発生により
一部の廃棄体が破損

断層の発生

破壊された廃棄体中の核
種が断層を流れる地下水
により地表に運ばれる

① 

② ③ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
科学的な知見に基づき、綿密な調査を行い、評価することで閉じ込め機能や隔離機能に係る安全性の確認が可能です。
しかし、万一の事態を想定した安全性の評価も実施します。
例えば、火山や活断層などが直撃し、処分施設が破壊された場合の影響を、コンピュータでシミュレーションし、著しい影響にならないことを念には念を入れて確認します。

図は、処分場を横切るような大規模な断層の発生すると仮定した場合のシミューレーションのイメージを示しています。
このシミュレーションでは、①断層が発生し、②一部の廃棄体が破損し、③破損された廃棄体中の放射性物質が断層を流れる地下水により地表に運ばれる、というシナリオを考慮して実施したものです。

試計算の結果では、被ばく線量の最大値は約１０μSv／年となり、これは自然放射線の約240分の1でした。



方策(4)：地下施設の安全対策を講じます 

●地下施設の坑道は非常に長いので、掘削時に崩落する可能性を低減するため、十分 
に固まっていない地層（未固結層）等の強度が低い地層の広がりを処分地選定調査 
により把握し、回避します。 

●また、調査地点の特性等を考慮した安全な掘削工法や湧水対策方法を検討します。 

掘削工法の一つである 
トンネルボーリングマシン 

湧水を抑制するためのグラウト施工の様子 
（秋田，2011） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地下施設の坑道は非常に長いので、掘削時の崩落する可能性を低減するため、十分に固まっていない地層（未固結層）などの強度が低い地層の広がりを、処分地選定調査により把握し、回避します。
また、調査地点の特性などを考慮した安全な掘削工法や湧水対策方法を検討します。

左の写真は、掘削工法の一つであるトンネルボーリングマシンのイメージ図です。この他、ダイナマイトを使った掘削工法などがあります。
右の写真は、地下空洞への湧水を抑制するためのグラウトを岩盤に注入している工事の様子です。
このグラウトは、青函トンネルをはじめとしたトンネル掘削や、地下備蓄基地の建設等において多くの適用実績があります。



方策(4)：地上施設の安全対策を講じます 

●操業中は放射能の高い廃棄物を扱うので、火山活動、断層活動、津波等の 
  自然災害により地上施設が破壊されるようなことは避ける必要があります。 

そこで、火砕流の分布範囲等を処分地選定調査により把握し、著しい影響を 
回避します。 

●また、調査結果を踏まえて、地上施設の耐震設計・津波対策（必要に応じて、 
  施設設置位置の検討、防潮堤や浸水防止用の水密扉の設置）等の安全対策 
  を施します。 

耐震性を高めるための 
鉄筋コンクリート壁の実規模大模型 

（日本原燃・六ヶ所PR館） 

津波時の浸水防止のための水密扉 
（東北電力・東通原発） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地上施設での操業中は放射能レベルの高い廃棄物を扱うので、火山活動、断層活動、津波等の自然災害により地上施設が破壊されるようなことは避ける必要があります。そこで、火砕流の分布範囲などを処分地選定調査により把握し、著しい影響を回避します。
また、調査結果を踏まえて、地上施設の耐震設計・津波対策等の安全対策を施します。
津波対策としては、施設設置位置を検討したり、防潮堤や浸水防止用の水密扉の設置したりすることを考えています。
なお、地上施設については既存の原子力施設と共通するので、既存施設で施されている対策に準じて対応します。

左の写真は、地上施設の耐震性を高めるための鉄筋コンクリート壁の実規模大の模型の写真です。
右の写真は、津波時の浸水を防止するための水密扉の写真です。
これらのような対策を組み合わせて安全性を確保します。






方策(4)：輸送時の安全対策を講じます 

●テロを含む事故時における輸送時の安全を確保するために、頑丈な輸送容器、 
輸送船や、輸送車両等を使用します。 

海上輸送時には、国際海事機関（ＩＭＯ）の安全基準に従って定められた法令に 
適合した、使用済燃料輸送船を使用します。この輸送船には、安全対策の点で 
①二重船殻構造②耐衝突構造③広範な消火設備④二重の、航行システム／ 
通信設備/エンジン／かじ／スクリュー等の特長があります。 

専用輸送車両の例 

輸送容器の転落防止のための設計や
ブレーキの二重化等十分な安全対策
を講じます 
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高レベル放射性廃棄物の海上輸送船 
 

http://www.pntl.co.uk/wp-
content/uploads/2012/09/PNTL_Grebe_01.pdf 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
高レベル放射性廃棄物は中間貯蔵されている青森県の六ヶ所村から、また、一部は茨城県の東海村にも貯蔵されているので、東海村から処分場まで輸送する必要があります
この輸送は長距離に及ぶ可能性があり、これを考慮すると安全性や核セキュリティの観点などから、輸送船を用いて処分場近傍の港に輸送することが適切と考えられます。
海上輸送は、わが国においてもフランスやイギリスへ再処理を委託した結果発生したガラス固化体の日本への返還の際に実施されており十分な実績があります。
港から処分場までは車両などを用いて陸上輸送を行うことになりますが、これについても国内外で多くの実績があります。陸上輸送を行う際には、運搬重量などの制約条件や、海上輸送にもまして核セキュリティと近隣住民の公衆被ばくについて念を入れた対策をとる必要があります。
輸送時においては、テロを含む事故が発生した際の安全を確保するために、頑丈な輸送容器や輸送船、輸送車両などを使用します。
具体的には、廃棄物の輸送に用いられる容器は、火災、落下、水没などが起こっても健全性が確保できるものを用います。

左の図は、実際にガラス固化体の輸送に使用された船舶です。この船舶は、国際海事機関（IMO）の基準を満たしており、①二重船殻構造、②耐衝突構造、③広範な消火設備、④二重の航行システム／通信設備/エンジン／かじ／スクリューなどの特長があります。
右の図は、専用輸送車両の例を示しており、輸送容器の転落防止のための設計や、ブレーキの二重化など十分な安全対策が講じられています。



 参考：地層処分場の規模 

【高レベル放射性廃棄物処分施設(イメージ)】 

地上施設:１～２km2程度 

地下施設:6～10km2程度 

●ガラス固化体を４万本以上埋設できる施設を建設することを計画しています。 
●処分施設の規模は、地上施設が1～2km2程度、地下施設が6～10km2程度、坑道の 

総延長は200km程度と見込んでいます。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地層処分場は、ガラス固化体を４万本以上埋設できる処分施設を建設することを計画しています。
処分施設の規模は、地上施設が1～2km2程度、地下施設が6～10km2程度、坑道の総延長は200km程度と見込んでいます。



参考：技術開発の推進 

(2) 電力中央研究所との共同研究 

・2006年度より調査・評価技術の実証試験を実施。 

・これまでに、地下水の水圧モニタリングや孔間水理試験を 

 実施し、ボーリング孔周辺地質構造モデルの構築や水理学的 

 な特性の把握に資する技術の実証を実施。 

横置き概念（KBS-3H） 

縦置き概念（KBS-3V） 
(3) スウェーデンの実施主体SKBが所有するエスポ地下研究所

での国際共同研究 

・Retrieval of Prototype Repository：模擬廃棄体の回収試験 

・KBS-3H Multi Purpose Test （KBS-3H MPT） ：一体型人工 

 バリア搬送・定置実証試験    

 2013年度は技術部職員（2人）が現地に駐在し、同試験に
参加。 

(1) 日本原子力研究開発機構（JAEA）との共同研究   

・精密調査地区選定段階における設計・性能評価手法の高度化に 

 関する研究として、これまでに母岩の適性を評価する方法、シナリオ 

 構築手法、核種移行パラメータの設定に関する検討を実施。 

実証試験におけるボーリング調査 

●地層処分の技術的信頼性をさらに向上させるための技術開発を進めています。 
また、その一環として国内外の関係機関と連携した取り組みを実施しています。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地層処分の技術的信頼性をさらに向上させるための技術開発を進めています。
その一環として国内外の関係機関と連携した取り組みを実施しています。
例えば、日本原子力研究開発機構や電力中央研究所との共同研究や、スウェーデンの実施主体SKBが所有するエスポ地下研究所での国際共同研究を進めています。
日本原子力研究開発機構との共同研究では、精密調査地区選定段階における設計・性能評価手法の高度化に関する研究として、これまでに母岩の適性を評価する方法、シナリオ構築手法、核種移行パラメータの設定に関する検討を実施してきました。
電力中央研究所との共同研究では、2006年度より調査・評価技術の実証試験を実施しており、これまでに、地下水の水圧モニタリングや孔間水理試験を実施し、ボーリング孔周辺地質構造モデルの構築や水理学的な特性の把握に資する技術の実証を実施してきました。
スウェーデンの実施主体SKBが所有するエスポ地下研究所での国際共同研究では、「模擬廃棄体の回収試験」や「一体型人工バリア搬送・定置実証試験」に参加しており、2013年度には技術部職員（2人）が現地に駐在し、同試験に参加しました。
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